
 
 
 
 

参 考 資 料 



目的 評価等

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（1）解明の
ための調査
の実施

内閣府 ○諸外国における自殺対策関連施策の実
態を把握するため、「我が国及び諸外国に
おける自殺対策関連施策と自殺統計等に
関する調査」を実施。

様々な角度から、自殺の実態解明に向けた調査
を実施することにより、自殺対策に関する課題等を
明らかにするとともに、社会情勢や自殺をめぐる諸
情勢の変化等にも対応した自殺対策を推進するこ
とを目的とする。

○

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（1）解明の
ための調査
の実施

内閣府 ○警察庁、厚生労働省その他の関係機関
の保有する自殺に関する統計デ ータも活
用して自殺の地域特性を分析し、公表予
定。また自殺未遂者等に関する調査・分
析を実施予定。

様々な角度から、自殺の実態解明に向けた調査
を実施することにより、自殺対策に関する課題等を
明らかにするとともに、社会情勢や自殺をめぐる諸
情勢の変化等にも対応した自殺対策を推進するこ
とを目的とする。

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（1）解明の
ための調査
の実施

内閣府 自殺総合対策推進・検証等経費

自殺防止等に必要な対策及び自殺総合
対策大綱、自殺対策加速化プラン等に基
づく施策の実施状況等の検証、評価等を
検討するため、外部の専門家等をメン
バーとした調査研究会を開催する。

自殺総合対策推進・検証等経費

自殺防止等に必要な対策及び自殺総合
対策大綱、自殺対策加速化プラン等に基
づく施策の実施状況等の検証、評価等を
検討するため、外部の専門家等をメン
バーとした調査研究会を開催する。

自殺対策推進会議は、自殺総合対策大綱（平成
１９年６月８日閣議決定）に基づき、施策の実施状
況の評価並びにこれを踏まえた施策の見直し及び
改善等についての検討に民間有識者等の意見を
反映させるため開催するもの。

○

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（1）解明の
ための調査
の実施

内閣府 政策課題等調査研究経費

自殺総合対策会議における自殺対策に関
する重要事項の審議等に資するため、国
民の意識・行動や地方公共団体、民間団
体等における自殺対策の様々な取組等を
把握する。

政策課題等調査研究経費

自殺総合対策会議における自殺対策に関
する重要事項の審議等に資するため、国
民の意識・行動や地方公共団体、民間団
体等における自殺対策の様々な取組等を
把握する。

様々な角度から、自殺の実態解明や国民の自殺
に対する意識等を調査することにより、自殺対策に
関する課題等を明らかにするとともに、社会情勢や
自殺をめぐる諸情勢の変化等にも対応した自殺対
策を推進することを目的とする。

○

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（6）既存資
料の利活用
の推進

内閣府 ○平成22年４月以降、毎月、都道府県別
及び市区町村別（自殺者の生前の住居地
及び発見地）等の自殺統計データについ
て警察庁から提供を受け、８月分まで月別
の「地域における自殺の基礎資料」の作
成・公表を実施。

各地方公共団体おける地域の特性に応じた施策
の推進に資することを目的としており、地域ごとの
比較を可能とするため、警察署の管轄を合わせて
行政区分と一致させた地域（原則人口10万人以
上）を設定し、当該地域ごとに性別、年代、原因・動
機、職業、場所等の状況を整理している。

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（6）既存資
料の利活用
の推進

内閣府 ○９月分以降は、内閣府経済社会総合研
究所に設置した分析班でより詳細な分析
を行うこととなり、警察庁から自殺に関す
るより詳細なデ ータの提供を受け、平成
22年９月および平成22年年次（暫定値）に
おける都道府県、市区町村別の自殺の基
礎資料を作成・公表。

○警察庁から自殺に関するより詳細なデ
ータの提供を受け、厚生労働省その他の
関係機関の保有する自殺に関する統計デ
ータも含めて詳細な分析等を行い、その結
果を順次公表予定。

地域における自殺の実態に基づいた対策が講じ
られるよう、自殺分析班において、警察庁から提供
を受けた自殺データ(平成23 年7 月19 日集計)に基
づいて、平成21 年、22 年の全国・都道府県別・市
区町村別自殺者数について再集計したもの。

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（1）自殺予
防週間の設
定と啓発事
業の実施

内閣府 ○「 いのちの日」（12月１日）を中心に、働
き盛り世代（30代～60代）をターゲットとし
た「睡眠キャンペーン」を実施。さらに新橋
駅前において街頭キャンペーンを実施（平
成22年12月１日）。

我が国における自殺者数は、平成10年から12年
連続で３万人を超えているが、その中でも、中高年
男性の自殺がもっとも多く、中高年の自殺で、「う
つ」が起因しているものは少なくないが、「うつ」の
症状には、本人の自覚しにくいものも多く、家族や
周りの人も気づきにくい傾向がある。そのような中
で、「うつ」の症状の中で、もっとも自覚しやすいも
のは「不眠」であり、２週間以上継続する不眠の早
期発見が、うつ病の早期発見・早期治療、ひいては
自殺予防につながることから、 「睡眠」の問題を切
り口として、「うつのサイン」に気づいてもらうこと、
早めの専門機関への受診を促すことがキャンペー
ンの目的である。

○

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（1）自殺予
防週間の設
定と啓発事
業の実施

内閣府 ○「 自殺予防週間」（平成22年９月10日～
16日）において、
① 関係省庁、地方公共団体等に啓発事
業の実施を呼びかけ。
② 引き続き不眠とうつに着目した「睡眠
キャンペーン」を実施し、内閣府自殺対策
推進室Webサイトの特設サイトをリニュー
アル。さらに、東京駅前において街頭キャ
ンペーンを実施（平成22年９月10日）。
③ 著名人によるメッセージムービーを作
成、Webサイト上で公開（平成22年９月10
日～）
④ 東京都において「自殺対策国民会議
2010」を開催（平成22年９月10日）。

○「自殺予防週間」及び「自殺対策強化月
間」において、関係省庁、地方公共団体等
に啓発事業の実施を呼びかける予定。

自殺予防週間は、当該期間中における集中的な
啓発事業等の実施を通じて、国民に自殺や精神疾
患についての正しい知識を普及啓発し、これらに対
する偏見をなくしていくとともに、命の大切さや自殺
の危険を示すサイン、また危険に気づいたときの
対応方法及び自殺者の親族等に対する支援の必
要性等について国民の理解の促進を図ることを目
的とする。

○

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（1）自殺予
防週間の設
定と啓発事
業の実施

内閣府 ○「 自殺対策強化月間」（平成23年３月）
において、
① 関係省庁、地方公共団体等に啓発事
業の実施を呼びかけ。
② テレビ・新聞・インターネット・鉄道広告
等の様々な媒体で啓発活動を実施。
③ 周りの人の悩みに誰もが気づくことを
テーマに「気づき」を促すをキャンペーンを
実施し、特設サイトを内閣府自殺対策推
進室Webサイト内に開設。
④「 ゲートキーパー養成研修用DVD」や
「ゲートキーパー一般啓発用DVD」、「ゲー
トキーパー養成研修用テキスト」、「誰でも
ゲートキーパー手帳」などのゲートキー
パー養成用の資材を作成し、都道府県・
政令指定都市自殺対策主管課に配布。
⑤「 自殺対策強化月間」に向けて「自殺対
策ファーストエイドワークショップ」を開催
（平成22年11月25日）。

我が国の自殺者数は、平成１０年以降、１３年連
続して３万人を超える高い水準で推移する大変憂
慮すべき状況にあるといった、自殺をめぐる厳しい
情勢を踏まえ、様々な悩みや問題を抱えた人々に
届く「当事者本位」の施策の展開ができるよう、政
府全体の意識を改革し、一丸となって自殺対策の
緊急的な強化を図るため、「いのちを守る自殺対策
緊急プラン」（平成２２年２月５日自殺総合対策会議
決定）において、例年、月別自殺者数の最も多い３
月を「自殺対策強化月間」と定め、地方公共団体、
関係団体等とも連携して、重点的に広報啓発活動
を展開するとともに、関係施策を強力に推進するこ
ととされた。

これを受け、経済団体、労働団体、関係する職能
団体、当事者等の団体及び支援団体、関係する学
会、直接自殺対策に関係する活動を行っている団
体や、その他の広い意味での自殺対策に資する活
動を展開している団体
及び自殺対策に関する普及啓発事業等に協力す
ることのできる全国組織・体制を有する団体等、で
きる限り幅広い団体からの協賛を得て、当事者が
支援を求めやすい環境を作るための「生きる支援」
として展開することとする。

○

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（1）自殺予
防週間の設
定と啓発事
業の実施

内閣府 自殺総合対策啓発推進経費

国民の自殺対策の重要性に対する関心と
理解を深めるため、自殺総合対策に関す
るポスターや小冊子等の啓発資料を作
成・配布する。

自殺総合対策啓発推進経費

国民の自殺対策の重要性に対する関心と
理解を深めるため、自殺総合対策に関す
るポスターや小冊子等の啓発資料を作
成・配布する。

自殺について誤解や偏見をなくし正しい知識を普
及啓発するとともに、国民一人ひとりが自殺予防の
主役となるよう広報啓発活動に取り組み、国民の
自殺対策の重要性に対する関心と理解を含め、自
殺対策の防止等に資することを目的とする。

○

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（1）自殺予
防週間の設
定と啓発事
業の実施

内閣府 自殺総合対策啓発推進経費

自殺に関する国民の理解を図るため、自
殺予防週間(9/10～16)を中心に、シンポジ
ウムを開催する。

自殺総合対策啓発推進経費

自殺に関する国民の理解を図るため、自
殺予防週間(9/10～16)を中心に、シンポジ
ウムを開催する。

自殺予防週間は、当該期間中における集中的な
啓発事業等の実施を通じて、国民に自殺や精神疾
患についての正しい知識を普及啓発し、これらに対
する偏見をなくしていくとともに、命の大切さや自殺
の危険を示すサイン、また危険に気づいたときの
対応方法及び自殺者の親族等に対する支援の必
要性等について国民の理解の促進を図ることを目
的とする。

○

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（1）自殺予
防週間の設
定と啓発事
業の実施

内閣府 自殺総合対策啓発推進経費

年末、年度末や自殺の多発が懸念される
時期に、自殺予防のための広報啓発キャ
ンペーンを集中的に実施する。

自殺について誤解や偏見をなくし正しい知識を普
及啓発するとともに、国民一人ひとりが自殺予防の
主役となるよう広報啓発活動に取り組み、国民の
自殺対策の重要性に対する関心と理解を含め、自
殺対策の防止等に資することを目的とする。

○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（1）地域に
おける相談
体制の充実

内閣府 ○「こころの健康相談統一ダイヤル」の全
国的な運用に向け、対象地域を拡大。

○「こころの健康相談統一ダイヤルの全国
的な運用に向け、対象地域を拡大予定。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（1）地域に
おける相談
体制の充実

内閣府 ○「こころの健康相談統一ダイヤル」参加
自治体による意見交換会を実施（平成22
年４月22日）。

○

参考資料 自殺予防対策に関係する施策に係る目的、効果の評価等、予算額及び決算額

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

自殺総合対策大綱（平成19年６月８日閣議決定）
では、地域における心の健康づくり推進体制の整
備の一環として、自殺を防ぐための地域における
相談体制の充実を図るため、相談しやすい体制の
整備を促進することとしている。

このため、都道府県・政令指定都市が実施してい
る「心の健康電話相談」等の公的な電話相談事業
に全国共通の電話番号を設定することにより、より
多くの人が相談しやすい体制の整備を図るととも
に、多重債務等の社会的要因に関する各種相談
窓口等との連携に努めるものとする。

○
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

31,020 － 0 － 40,367 (内数） － － 0 － － －

－ － － － － － 0 － 0 －

5,692 － 0 － 40,367 (内数） － － 0 － 5,806 － 0 －

31,020 － 0 － 40,367 1(1)
再掲

(内数）

－ － 0 － 20,399 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － － －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

14,249 （内数） 0 － 68,461 (内数） － － 0 － － －

14,249 2(1)
再掲

（内数）

0 － 68,461 (内数） － － 0 － 141,164 － 0 －

14,249 2(1)
再掲

（内数）

0 － 68,461 (内数） － － 0 － － －

9,689 － 0 － 68,461 (内数） － － 0 － 10,587 － 0 －

8,414 － 0 － 68,461 (内数） － － 0 － 8,421 － 0 －

14,249 － 0 － 68,461 (内数） － － 0 － － －

5,264 － 0 － 68,461 (内数） － － 0 － 5,264 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － － －

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（1）地域に
おける相談
体制の充実

内閣府 ○地域自殺対策緊急強化基金を活用し、
包括支援相談の実施等、地域における相
談体制を充実。

○地域自殺対策緊急強化基金を活用し、
包括支援相談の実施等、地域における相
談体制を充実予定。

自殺者数が平成１０年から１１年連続で３万人を
超える中、現下の厳しい経済情勢を踏まえ、都道
府県に設置する地域における自殺対策を緊急に強
化するための基金の造成に必要な経費を交付し、
地域の実情を踏まえて自主的に取り組む地方公共
団体や民間団体等の活動を支援することにより、
地域における自殺対策力を強化することを目的と
する。

○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（7）インター
ネット上の
自殺関連情
報対策の推
進

内閣府 ○青少年インターネット環境整備法の趣旨
及び内容を周知するため、広報資料の配
付等を通じて、啓発活動を実施。

○青少年インターネット環境整備法の趣旨
及び内容を周知するため、広報資料の配
付等を通じて、啓発活動を実施予定。

「青少年が安全に安心してインターネットを利用で
きる環境の整備等に関する法律（平成20年法律第
79号）」に基づき、青少年が安全に安心してイン
ターネットを利用できる環境を整備していくため、国
及び地方公共団体に、家庭におけるフィルタリング
の利用の普及施策や、青少年におけるインター
ネットの適切な利用に関する事項について教育啓
発活動を行うよう、都道府県等に依頼。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（7）インター
ネット上の
自殺関連情
報対策の推
進

内閣府 ○青少年のインターネット利用環境実態調
査（平成22年９月）等の各種調査を実施。

○青少年のインターネット利用環境実態調
査等の各種調査を実施予定。

「青少年が安全に安心してインターネットを利用で
きる環境の整備等に関する法律」において、18 歳
未満の青少年がインターネットへの接続に用いる
携帯電話やパーソナルコンピュータ等について、民
間事業者にフィルタリングの提供などが義務付けら
れるとともに、保護者に対しては、その保護する青
少年に適切にインターネットを利用させる責務など
が課せられることとなったため、平成21 年度に引き
続き、青少年及びその保護者を対象として、イン
ターネットの利用状況、フィルタリングの認知及び
普及の状況並びにフィルタリングの改善ニーズ等
を調査し、青少年インターネット環境整備法の実施
状況のフォローアップのための基礎データを得るこ
とを目的として実施。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（8）インター
ネット上の
自殺予告事
案等への対
応等

内閣府 ○検索サイト管理者等との意見交換を実
施。

○引き続き、検索サイト管理者等との意見
交換を実施。

自殺対策加速化プランの「５．社会的な取組で自
殺を防ぐ」において、「自殺予防サイトの優先表示
等プロバイダ等の自主的な取組を促すとともに、検
索サイト管理者への研究情報の提供や意見交換を
実施する。」とされていることに基づき、検索サイト
関係者等と意見交換を実施。

○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（11）報道機
関に対する
世界保健機
関の手引き
の周知

内閣府 ○内閣府及び自殺予防総合対策センター
のWeb サイトに、WHO「自殺予防メディア
関係者のための手引き」を掲載し、周知。

○引き続き、内閣府及び自殺予防総合対
策センターのWeb サイトに、WHO「自殺予
防メディア関係者のための手引き」を掲載
し、周知。

ＷＨＯが自殺予防の手引きとして、作成している
「自殺予防 メディア関係者のための手引き」では、
メディア関係者が自殺関連報道をする際に注意す
べき点がまとめられていることから、掲載、周知。 ○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（1）民間団
体の人材育
成に対する
支援

内閣府 ○地域自殺対策緊急強化事業を通じて、
民間団体の人材育成への支援を実施。

○地域自殺対策緊急強化事業を通じて、
民間団体の人材育成への支援を実施予
定。

自殺者数が平成１０年から１１年連続で３万人を
超える中、現下の厳しい経済情勢を踏まえ、都道
府県に設置する地域における自殺対策を緊急に強
化するための基金の造成に必要な経費を交付し、
地域の実情を踏まえて自主的に取り組む地方公共
団体や民間団体等の活動を支援することにより、
地域における自殺対策力を強化することを目的と
する。

○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（2）地域に
おける連携
体制の確立

内閣府 ○全国自殺対策主管課長等会議を開催
し、都道府県及び政令指定都市に対して、
地域自殺対策緊急強化基金を活用した優
れた取組を紹介（平成22年７月23日、11月
26日、23年２月23日）。

○全国自殺対策主管課長等会議を開催
し、都道府県及び政令指定都市に対して、
地域自殺対策緊急強化基金を活用した優
れた取組を紹介し、広く普及を推進予定。

自殺対策の推進に当たっては、国、地方公共団
体等が密接に連携する必要があります。このた
め、内閣府では、関係省庁の協力の下、都道府県
及び政令指定都市の自殺対策主管部局に対し、政
府の方針、予算の周知等を図るとともに、情報交
換等を行う、全国自殺対策主管課長等会議を開催
することとしている。

○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（2）地域に
おける連携
体制の確立

内閣府 地域における自殺者遺族支援団体自立化
支援等事業

既存の民間団体で中核となって活動して
いる人に対する研修を行うなど、設立後間
もない自殺者親族等の自助グループを支
援する。

地域における自殺者遺族支援団体自立化
支援等事業

既存の民間団体で中核となって活動して
いる人に対する研修を行うなど、設立後間
もない自殺者親族等の自助グループを支
援する。

民間団体と連携して遺族等の支援を行うととも
に、遺族等の支援を行う民間団体が自立し、長所
を生かした活動を自主的に行うことができるよう支
援することを目的とする。

○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（3）民間団
体の電話相
談事業に対
する支援

内閣府 ○地域自殺対策緊急強化事業を通じて、
民間団体の電話相談事業への支援を実
施。

○地域自殺対策緊急強化事業を通じて、
民間団体の電話相談事業への支援を実
施予定。

自殺者数が平成１０年から１１年連続で３万人を
超える中、現下の厳しい経済情勢を踏まえ、都道
府県に設置する地域における自殺対策を緊急に強
化するための基金の造成に必要な経費を交付し、
地域の実情を踏まえて自主的に取り組む地方公共
団体や民間団体等の活動を支援することにより、
地域における自殺対策力を強化することを目的と
する。

○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（3）民間団
体の電話相
談事業に対
する支援

内閣府 ○電話相談について、電話番号の全国共
通化について検討。

自殺総合対策大綱（平成19年６月８日閣議決定）
では、地域における心の健康づくり推進体制の整
備の一環として、自殺を防ぐための地域における
相談体制の充実を図るため、相談しやすい体制の
整備を促進することとしている。

このため、都道府県・政令指定都市が実施してい
る「心の健康電話相談」等の公的な電話相談事業
に全国共通の電話番号を設定することにより、より
多くの人が相談しやすい体制の整備を図るととも
に、多重債務等の社会的要因に関する各種相談
窓口等との連携に努めるものとする。

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（3）民間団
体の電話相
談事業に対
する支援

内閣府 自殺予防相談体制整備充実等経費

都道府県及び政令指定都市が実施してい
る自殺防止に資する電話相談事業に、全
国共通の一つの電話番号を設定し、その
月額使用料及び工事費を負担する。

自殺総合対策大綱（平成19年６月８日閣議決定）
では、地域における心の健康づくり推進体制の整
備の一環として、自殺を防ぐための地域における
相談体制の充実を図るため、相談しやすい体制の
整備を促進することとしている。

このため、都道府県・政令指定都市が実施してい
る「心の健康電話相談」等の公的な電話相談事業
に全国共通の電話番号を設定することにより、より
多くの人が相談しやすい体制の整備を図るととも
に、多重債務等の社会的要因に関する各種相談
窓口等との連携に努めるものとする。

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（4）民間団
体の先駆
的・試行的
取組に対す
る支援

内閣府 自殺予防相談体制整備充実等経費

都道府県及び政令指定都市が実施してい
る自殺防止に資する電話相談事業に、全
国共通の一つの電話番号を設定し、その
月額使用料及び工事費を負担する。

自殺総合対策大綱（平成19年６月８日閣議決定）
では、地域における心の健康づくり推進体制の整
備の一環として、自殺を防ぐための地域における
相談体制の充実を図るため、相談しやすい体制の
整備を促進することとしている。

このため、都道府県・政令指定都市が実施してい
る「心の健康電話相談」等の公的な電話相談事業
に全国共通の電話番号を設定することにより、より
多くの人が相談しやすい体制の整備を図るととも
に、多重債務等の社会的要因に関する各種相談
窓口等との連携に努めるものとする。

○
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

2,024 － 0 － 342 － － － 0 － 0 － 0 －

17,795 － 0 － 22,695 － － － 0 － 14,977 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

11,113 － 0 － 3,913 (内数） － － 0 － 6,923 － 0 －

768 － 0 － 3,913 (内数） － － 0 － 759 － 0 －

11,113 － 0 － 3,913 9(1)
再掲

(内数）

－ － 0 － 6,923 9(1)
再掲

0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

－ － － － － － 5,264 6(1)
再掲

0 －

－ － － － － － 5,264 6(1)
再掲

0 －

5,264 － 0 － 68,461 (内数） － － 0 － － －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

内閣府 自殺総合対策推進・検証等経費

自殺防止等に必要な対策及び自殺総合
対策大綱、自殺対策加速化プラン等に基
づく施策の実施状況等の検証、評価等を
検討するため、外部の専門家等をメン
バーとした調査研究会を開催する。

自殺総合対策推進・検証等経費

自殺防止等に必要な対策及び自殺総合
対策大綱、自殺対策加速化プラン等に基
づく施策の実施状況等の検証、評価等を
検討するため、外部の専門家等をメン
バーとした調査研究会を開催する。

自殺対策推進会議は、自殺総合対策大綱（平成
１９年６月８日閣議決定）に基づき、施策の実施状
況の評価並びにこれを踏まえた施策の見直し及び
改善等についての検討に民間有識者等の意見を
反映させるため開催するもの。

－ －

内閣府 自殺総合対策会議経費

自殺総合対策会議の運営等を行う。

自殺総合対策会議経費

自殺総合対策会議の運営等を行う。

自殺対策基本法（平成18年6月21日法律第85号）
に基づき、平成18年10月に設置された自殺総合対
策会議において、政府が推進すべき自殺対策の基
本的かつ総合的な指針である大綱の案の作成や
関係行政機関相互の調整、自殺に関する重要事
項の審議、自殺対策の実施の推進を行うこととして
いる。

○

内閣府 自殺総合対策年次報告作成経費

年次報告書作成等を行う。

自殺総合対策年次報告作成経費

年次報告書作成等を行う。

自殺対策基本法（平成１８年法律第８５号）第１０
条の規定に基づき、我が国における自殺の概要及
び政府が講じた自殺対策の実施の状況について、
政府が毎年、国会に提出しているもの。

○

（施策数） 22 19 21 0
１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（6）既存資
料の利活用
の推進

警察庁 ○「平成21年中における自殺の概要資料」
を公表（平成22年５月）。
○「平成22年中における自殺の概要資料」
を公表（平成23年３月）。

○「平成23年中における自殺の概要資料」
を公表。

警察は、検視等の警察活動を通じ、自殺の実態
をある程度把握し得る立場にあることから、その実
態を可能な範囲で統計上明らかにし、関係機関等
による自殺の防止のための諸対策に役立てていた
だくため、自殺統計業務を行っているものである。

○

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（6）既存資
料の利活用
の推進

警察庁 ○平成22年５月分から毎月の自殺者数
（総数、男女別及び都道府県別）を速報
値・暫定値として公表。

○毎月の自殺者数（総数、男女別及び都
道府県別）を速報値・暫定値として公表。

警察は、検視等の警察活動を通じ、自殺の実態
をある程度把握し得る立場にあることから、その実
態を可能な範囲で統計上明らかにし、関係機関等
による自殺の防止のための諸対策に役立てていた
だくため、自殺統計業務を行っているものである。

○

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（6）既存資
料の利活用
の推進

警察庁 ○「いのちを守る自殺対策緊急プラン」に
基づき、平成22年４月分から毎月の月別
自殺統計データ（全国、都道府県別及び
市区町村別）を内閣府へ提供。

警察は、検視等の警察活動を通じ、自殺の実態
をある程度把握し得る立場にあることから、その実
態を可能な範囲で統計上明らかにし、関係機関等
による自殺の防止のための諸対策に役立てていた
だくため、自殺統計業務を行っているものである。

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（6）既存資
料の利活用
の推進

警察庁 ○平成21年度「自殺対策強化月間」の実
施に伴う自殺統計データを内閣府へ提供
（平成19年、20年の３月分の全国及び都
道府県別、平成21年分（暫定値）の全国、
都道府県別及び市区町村別）。

警察は、検視等の警察活動を通じ、自殺の実態
をある程度把握し得る立場にあることから、その実
態を可能な範囲で統計上明らかにし、関係機関等
による自殺の防止のための諸対策に役立てていた
だくため、自殺統計業務を行っているものである。

２ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（6）既存資
料の利活用
の推進

警察庁 ○自殺統計原票データを内閣府へ提供
（平成17年～21年、平成22年１月～９月）
（平成22年11月）
○平成22年10月分から毎月の自殺統計
原票データ（暫定値）を内閣府へ提供。
○平成22年中の自殺統計原票データ（確
定値）を内閣府へ提供（平成23年３月）。

○自殺統計原票データを内閣府へ提供。 警察は、検視等の警察活動を通じ、自殺の実態
をある程度把握し得る立場にあることから、その実
態を可能な範囲で統計上明らかにし、関係機関等
による自殺の防止のための諸対策に役立てていた
だくため、自殺統計業務を行っているものである。

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（8）遺族等
に対応する
公的機関の
職員の資質
の向上

警察庁 ○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺
未遂者等に関係する業務に従事する場合
には、自殺者の名誉や自殺者遺族、自殺
未遂者等の心情等を不当に傷つけること
のないよう、適切な遺族対応等に取り組ん
でいる。

○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺
未遂者等に関係する業務に従事する場合
には、自殺者の名誉や自殺者遺族、自殺
未遂者等の心情等を不当に傷つけること
のないよう、適切な遺族対応等に引き続き
取り組む予定。

自殺者の名誉や自殺者遺族、自殺未遂者等の心
情等に配意し、これを不当に傷つけることのないよ
う、引き続き、適切な遺族対応等に取り組むことと
したものである。 ○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（6）危険な
場所、薬品
等の規制等

警察庁 ○行方不明者の届出主体の拡大、届出手
続の利便化等を内容とする国家公安委員
会規則（平成22年４月１日施行）の制定を
踏まえ、自殺のおそれがある行方不明者
の発見活動に努めた。

○自殺のおそれがある行方不明者の発見
活動のより確実な実施を図っていく。

行方不明者発見活動に関する規則（平成21年国
家公安委員会規則第13号）は、行方不明者発見活
動が警察の責務を達成するための重要な活動であ
ることを明確に示し、当該活動のより確実な実施を
図るため、家出人発見活動要綱の規定の形式を次
長通達から国家公安委員会規則に改めた上、発見
のための活動、発見時の措置等に関し必要な事項
を定めるもの。

○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（7）インター
ネット上の
自殺関連情
報対策の推
進

警察庁 ○インターネット上における違法情報・有
害情報に関する通報を受理し、警察への
通報やプロバイダ等への削除依頼を行う
ホットライン業務を民間に委託して、イン
ターネット・ホットラインセンターとして運用
し、自殺関連情報につきサイト管理者等へ
削除依頼を実施。

また、都道府県警察においても同様に自
殺関連情報につきサイト管理者等へ削除
依頼を実施。

○インターネット上における違法情報・有
害情報に関する通報を受理し、警察への
通報やプロバイダ等への削除依頼を行う
ホットライン業務を民間に委託して、イン
ターネット・ホットラインセンターとして運用
し、自殺関連情報につきサイト管理者等へ
削除依頼を実施。

また、都道府県警察においても同様に自
殺関連情報につきサイト管理者等へ削除
依頼を実施。

インターネット上の違法・有害情報への対応を効
果的かつ効率的に推進していくためには、広くイン
ターネット利用者から違法・有害情報に関する情報
提供を受け付け、一定の基準に従って情報を選別
した上で、警察への情報提供、電子掲示板の管理
者等への送信防止措置依頼等を行う団体を設ける
ことが重要であることから、ホットラインセンターを
設置することとしたものである。

○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（8）インター
ネット上の
自殺予告事
案等への対
応等

警察庁 ○都道府県警察では、インターネット上の
自殺予告事案について、プロバイダ等から
発信者情報の開示を受け、自殺防止措置
を実施。

○都道府県警察では、インターネット上の
自殺予告事案について、プロバイダ等から
発信者情報の開示を受け、自殺防止措置
を実施。

インターネット上で自殺予告事案が発生し、人命
保護の観点から緊急に対処する必要がある場合に
おいて、電子掲示板の管理人やインターネット接続
サービスに係るアクセスプロバイダと連携して迅速
かつ円滑に発信者を特定し、必要な措置を行うた
めの対処要領を示した 「インターネット上での自殺
予告に係る対処要領」を制定。

「インターネット上での自殺予告に係る対処要領
の制定について」（平成17年10月５日付け警察庁
丁情対発第81号警察庁生活安全局情報技術犯罪
対策課長通達）において、各都道府県警に対し、イ
ンターネット上の自殺予告事案への的確な対応に
努めるよう依頼。

○

（施策数） 7 7 7 0
３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（7）社会的
要因に関連
する相談員
の資質の向
上

金融庁 ○金融サービス利用者相談室の相談員に
対して、多重債務相談に対応する際の方
針等について再周知を実施（平成23年２
月21日）。

○引き続き、金融サービス利用者相談室
の相談員に対して、多重債務相談に対応
する際の方針等について周知。

借金問題を抱えた相談者は、長年借金苦に耐え
てきたため、極度の精神的・肉体的疲労を抱え、自
殺に追い込まれる人もいることから、 相談者を安
心させ、適切な相談機関を紹介する観点から、多
重債務相談に対応する際の方針等について周知
を実施している。

○

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（7）社会的
要因に関連
する相談員
の資質の向
上

金融庁 ○多重債務者に対するカウンセリング・相
談体制の改善・強化を図るため、経験の
浅い相談員でも活用することができる、よ
り実践的な「多重債務相談の手引き」を作
成・配布予定。

「多重債務問題改善プログラム」、「借り手対策」
に基づき、多重債務者相談のための相談マニュア
ルを平成19年より作成してきたところ。

また、昨年6月18日に実施された改正貸金業法の
完全施行に際しては、同法の完全施行を円滑に実
施するための施策として「借り手の目線に立った１
０の方策」が取りまとめられ、「多重債務者に対する
カウンセリング・相談の更なる改善・強化」を図るこ
と、さらに具体的な施策として「経験の浅い相談員
でも活用することができる実践的な『相談マニュア
ル』を作成すること」が掲げられている。

これらを踏まえ、実践的な「相談マニュアル」を作
成するため、関係省庁及び有識者による「多重債
務カウンセリング・相談 タスクフォース」における
検討を踏まえ、今般、従来の「多重債務者相談マ
ニュアル」を改訂し、実践的なマニュアルとして「多
重債務者相談の手引き」を作成・公表。

10 上記に該当しないも
の

内閣府 計

○

警察庁 計

10 上記に該当しないも
の

10 上記に該当しないも
の
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

5,692 １（1）再
掲

0 － 40,367 1(1)
再掲

(内数）

－ － 0 － 5,806 1(1)
再掲

0 －

5,222 － 0 － 40,367 (内数） － － 0 － 5,280 － 0 －

6,130 － 0 － 40,367 (内数） － － 0 － 6,441 － 0 －

164,777 0 23,037 0 226,021 0

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － － －

0 － 0 － 0 － － － 0 － － －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

154,879 （内数） 0 － 144,900 （内数） 民間団体 委託 144900 （内数） 138,762 （内数） 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

0 （注） 0 0 （注） 0 （注） 0 （注） 0

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

－ － － － － － 9,200 － 0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（7）社会的
要因に関連
する相談員
の資質の向
上

金融庁 ○多重債務問題改善プログラムについ
て、各施策の進捗状況のフォローアップを
実施（平成22年12月２日）。

｢多重債務問題改善プログラム｣の各施策につい
ては、｢多重債務者対策本部において、少なくとも
改正貸金業法完全施行までの間、各年度におい
て、各施策の進捗状況のフォローアップを行い、本
プログラムの着実な実施を確保するとともに、必要
な施策について検討する。｣とされている。

全国の財務局等（財務支局、沖縄総合事務局
を含む）及び地方自治体における多重債務相
談の状況を把握するため、財務局等、都道府
県、市町村に対し、平成20年度の相談状況に
関するアンケート調査を実施し、結果を金融庁
HPにて公表

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（2）多重債
務の相談窓
口の整備と
セーフティ
ネット融資
の充実

金融庁 ○多重債務問題改善プログラムについ
て、各施策の進捗状況のフォローアップを
実施（平成22年12月２日）。

｢多重債務問題改善プログラム｣の各施策につい
ては、｢多重債務者対策本部において、少なくとも
改正貸金業法完全施行までの間、各年度におい
て、各施策の進捗状況のフォローアップを行い、本
プログラムの着実な実施を確保するとともに、必要
な施策について検討する。｣とされている。

全国の財務局等（財務支局、沖縄総合事務局
を含む）及び地方自治体における多重債務相
談の状況を把握するため、財務局等、都道府
県、市町村に対し、平成20年度の相談状況に
関するアンケート調査を実施し、結果を金融庁
HPにて公表

－ －

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（2）多重債
務の相談窓
口の整備と
セーフティ
ネット融資
の充実

金融庁 ○平成22年度「多重債務者相談強化キャ
ンペーン2010」において、都道府県、当該
都道府県の弁護士会、司法書士会、中小
企業団体及び財務局が共同で、消費者及
び事業者向けの無料相談会を実施（平成
22年９月～12月）。

○平成22年度に引き続き、「多重債務相
談強化キャンペーン」に基づき、都道府
県、当該都道府県の弁護士会、司法書士
会、中小企業団体及び財務局が共同で、
消費者及び事業者向けの無料相談会を
実施

（施策の目的）
平成22年６月18日に改正貸金業法が完全施行さ

れた一方で、同法の完全施行に伴い、新規借入や
返済が困難となる者や、ヤミ金の利用者が増加す
ること等が懸念されていることから、22年度も引き
続き、｢多重債務問題改善プログラム｣に基づく同
キャンペーンを実施することとし、特に、事業者向
けの相談を一層強化することとする。

（「多重債務者相談強化キャンペーン2010」実施要
領において、以下のとおり言及されている。）

必要に応じて、各都道府県、政令指定都市の自
殺対策担当部署との連携体制のより一層の整備に
努める（例えば、自殺関連の相談が寄せられた場
合に、当該相談者が多重債務に陥っていることが
判明したときは、当該都道府県、市区町村の多重
債務者向け相談窓口へ誘導できるよう、事前に連
絡先等を周知する等の体制を整えておくことが考え
られる。）。

「多重債務者相談強化キャンペーン2010」の
成果や都道府県の多重債務問題への取組状
況等について把握するため、調査を実施。

震災の影響により、未提出の３県（岩手県、宮
城県及び福島県）以外の44都道府県を集計し
た結果、相談者に自殺関連相談機関の連絡先
を照会している都道府県数は26、相談窓口に
おいて、相談者を自殺関連相談機関へ引き継
いでいる都道府県数は20であり、「法律相談機
関（弁護士会、司法書士会、法テラス）、自殺関
連相談機関（自殺対策窓口・自治体関連部署）
及び福祉関係機関（自治体福祉関係部署・窓
口、社会福祉協議会）においては、都道府県の
多重債務相談窓口との相互の連絡先の照会や
引継ぎが進んでいるところ」である。

○ ○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（2）多重債
務の相談窓
口の整備と
セーフティ
ネット融資
の充実

金融庁 ○「あなたは大丈夫？キャンペーン －貸
金業法が大きく変わります！－」におい
て、多重債務相談窓口の認知度向上のた
めの取組みを実施（平成22年５月～）。

○平成22年度に引き続き、多重債務相談
の実施や、多重債務相談窓口及び改正貸
金業法の周知を目的とした「あなたは大丈
夫？キャンペーン －貸金業法が大きく変
わります！－」を実施。

多重債務問題の解決を図ることを目的として、平
成18年に成立した改正貸金業法の完全施行の円
滑な実施に向け、「貸金業制度に関するプロジェク
トチーム」が取りまとめた「借り手の目線に立った10
の方策」の中には、「多重債務者に対するカウンセ
リング・相談の更なる改善・強化」や「改正貸金業法
等の広報活動の充実」という観点から、「多重債務
相談の実施や改正貸金業法の周知を目的とした
「キャンペーン」を実際すること」が盛り込まれてい
ることを踏まえ、実施。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（2）多重債
務の相談窓
口の整備と
セーフティ
ネット融資
の充実

金融庁 相談窓口整備事業

財務局等における相談体制等を整備する
ため、相談員を配置する。

相談窓口整備事業

財務局等における相談体制等を整備する
ため、相談員を配置する。

「多重債務問題改善プログラム」において、財務
局など国の機関において、相談体制の強化、相談
内容の充実を図り、多重債務に陥った事情を丁寧
に聴取し、考えられる解決法の選択肢（任意整理、
特定調停、故人再生、自己破産等）を検討・助言
し、必要に応じて他の専門機関（弁護士・司法書
士・医療機関等）に照会・誘導するとともに、当該相
談窓口の周知に努めることとされている。

「多重債務問題改善プログラムの平成21年度
及び平成22年度における改正貸金業法の完全
施行までの取組みについて」に、平成22年度に
おける取組として、以下のとおり記載。
○各財務局の多重債務相談員の参考となるよ
う、金融庁作成の「カシキンＱ＆Ａ」を各財務局
に送付。
○「あなたは大丈夫キャンペーン」において、財
務局が、商工会議所、商工会等と連携し、多重
債務者向け無料相談会を実施（５～８月で延べ
12回開催）

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（2）多重債
務の相談窓
口の整備と
セーフティ
ネット融資
の充実

金融庁 多重債務者対策に関する広報経費

多重債務者が相談窓口にアクセスできる
ように、広報活動（ポスターの作成、配布、
夕刊紙等への広告記事掲載等）を行う。

多重債務者対策に関する広報経費

多重債務者が相談窓口にアクセスできる
ように、広報活動（ポスターの作成、配布、
夕刊紙等への広告記事掲載等）を行う。

○ 「あなたは大丈夫？キャンペーン －貸金業法
が大きく変わります！－」は、多重債務問題の解決
を図ることを目的として、平成18年に成立した改正
貸金業法の完全施行の円滑な実施に向け、「貸金
業制度に関するプロジェクトチーム」が取りまとめた
「借り手の目線に立った10の方策」の中には、「多
重債務者に対するカウンセリング・相談の更なる改
善・強化」や「改正貸金業法等の広報活動の充実」
という観点から、「多重債務相談の実施や改正貸
金業法の周知を目的とした「キャンペーン」を実際
すること」が盛り込まれていることを踏まえ、実施。

○22年度の取組の一つとして、「財務局、都道府
県・市町村の『多重債務相談窓口』」と『自殺関連相
談窓口』との連携等の一層の充実・強化」が盛り込
まれており、各都道府県多重債務相談担当部局に
対し、「多重債務相談窓口」を利用する者の中で、
自殺リスクを抱える相談者や、心のケアを必要とす
る相談者を、必要に応じて、「自殺関連相談窓口」
や医療機関等に誘導できるよう、平成22年度「自殺
対策強化月間」に関する協力依頼を実施。

（施策数） 6 6 2 1
３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（7）社会的
要因に関連
する相談員
の資質の向
上

消費者庁 ○各都道府県に造成されている「地方消
費者行政活性化基金」を通じ、地方公共
団体が実施する取組への支援を実施。

○引き続き、各都道府県に造成されてい
る「地方消費者行政活性化基金」を通じ、
地方公共団体が実施する取組への支援を
実施。

消費生活相談の複雑化、高度化が進む中、都道
府県に設置する消費者行政活性化のための基金
の造成に必要な経費を交付し、消費者行政活性化
に向けた地方公共団体の取組を支援することによ
り、地域の消費者の安全で安心な消費生活の実現
に資することを目的とする。

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（7）社会的
要因に関連
する相談員
の資質の向
上

消費者庁 ○独立行政法人国民生活センターにおい
て、地方公共団体の消費生活相談員に対
し、多重債務問題に関する研修を実施。

○引き続き、独立行政法人国民生活セン
ターにおいて、地方公共団体の消費生活
相談員に対する多重債務問題に関する研
修を実施。

消費生活相談へ対応するための様々な分野の最
新知識は手法等を内容に盛り込むことにより、研修
を通じて全国消費生活センター等で消費者行政に
従事する方々の活動への支援を行っている。

国民生活センターでは、全ての研修受講者及
び受講者を派遣した地方公共団体へのアン
ケート調査を行い、その結果を効果的な研修の
実施に役立てており、22年度における消費生活
相談員を対象とした研修のアンケート評価は、
いずれも4.0以上である。

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（7）社会的
要因に関連
する相談員
の資質の向
上

消費者庁 ○作成された「多重債務相談の手引き」を
消費生活相談員に配布し、多重債務者に
対するカウンセリング・相談体制を改善・
強化。

消費者生活相談へ対応するための最新知識や
手法を情報提供することにより、消費者行政の現
場に従事する者への支援を目的とする。

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（7）社会的
要因に関連
する相談員
の資質の向
上

消費者庁 ○内閣府とも連携し、自殺対策取組の事
例紹介等を通じて、消費生活相談員の資
質向上を図る。

消費者生活相談へ対応するための最新知識や
手法を情報提供することにより、消費者行政の現
場に従事する者への支援を目的とする。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（2）多重債
務の相談窓
口の整備と
セーフティ
ネット融資
の充実

消費者庁 ○各都道府県に造成されている「地方消
費者行政活性化基金」を通じ、地方公共
団体が実施する取組への支援を実施。

○引き続き、各都道府県に造成されてい
る「地方消費者行政活性化基金」を通じ、
地方公共団体が実施する取組への支援を
実施予定。

消費生活相談の複雑化、高度化が進む中、都道
府県に設置する消費者行政活性化のための基金
の造成に必要な経費を交付し、消費者行政活性化
に向けた地方公共団体の取組を支援することによ
り、地域の消費者の安全で安心な消費生活の実現
に資することを目的とする。

－ －

（施策数） 2 4 0 0
２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（2） 児童生
徒の自殺予
防に資する
教育の実施

総務省 ○小学校教員を対象とした放送分野にお
けるメディアリテラシー向上のための授業
実践パッケージを開発し、「放送分野にお
けるメディアリテラシー」サイトへの掲載を
行った。

○放送分野におけるメディアリテラシー向
上のための取組を引き続き実施予定。

主に、青少年を対象とした教材の開発・普及を中
心に、メディアの健全な利用の促進を図るための
取組を推進する。

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（2） 児童生
徒の自殺予
防に資する
教育の実施

総務省 ○総務省、文部科学省及び通信関係団体
等が連携し、子どもたちのインターネットの
安心・安全な利用に向けて、主に保護者
及び教職員を対象とした啓発講座を実
施。

○総務省、文部科学省及び通信関係団体
等が連携し、子どもたちのインターネットの
安心・安全な利用に向けて、主に保護者
及び教職員を対象とした啓発講座を実
施。

携帯電話・パソコンなどによるインターネットの安
心・安全な利用に関する啓発活動などにより、子ど
ものネット社会における安全と健全な発育を促進
し、もって安心・安全な情報通信社会の実現に資す
ることを目的とする。

金融庁 計

消費者庁 計
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

0 － 0 － 0 － － － 0 － － －

0 － 0 － 0 － － － 0 － － －

9,200 － 0 － 945 － 印刷業者
配送業者

直接支払 945 － 9,200 3(7)
再掲

0 －

9,200 6(2)
再掲

0 － 8,309 － 印刷業者
配送業者

直接支払 8,309 － 9,200 3(7)
再掲

0 －

268,879 － 0 － 236,108 － 職員 直接支払 236,108 － 269,317 － 0 －

9,200 6(2)
再掲

0 － 9,254 6(2)
945+
8,309
再掲

印刷業者
配送業者

直接支払 9,254 6(2)
945+
8,309
再掲

9,200 3(7)
再掲

0 －

278,079 0 245,362 245,362 278,517 0

7,280,877 （内数） 0 － 6,231,860 (内数） 各都道府
県

補助 6,231,860 （内数） 7,108,456 （内数） 0 －

3,201,746 （内数） 0 － 3,201,746 (内数） 独立行政
法人

補助 3,201,746 （内数） 3,143,540 （内数） 0 －

－ － － － － － 0 － 0 －

－ － － － － － 0 － 0 －

7,280,877 3(7)
再掲

（内数）

0 － 6,231,860 3(7)
再掲

各都道府
県

補助 6,231,860 （内数） 7,108,456 3(7)
再掲

（内数）

0 －

0 （注） 0 0 （注） 0 （注） 0 （注） 0

11,084 － 0 － 10,290 － 民間団体 請負 10,290 － 5,887 － 0 －

5,533 － 0 － 2,240 － 地方支分
部局（総合
通信局）

－ 2,240 － 2,956 － 0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（8）遺族等
に対応する
公的機関の
職員の資質
の向上

総務省 ○消防職員が、遺族等に対して適切な対
応が図れるよう、消防職員に対する教養
訓練を通じ、必要な情報提供を実施。

○引き続き、消防職員が、遺族等に対して
適切な対応が図れるよう、消防職員に対
する教養訓練を通じ、必要な情報提供を
実施。

消防職員の教育訓練の一貫として、消防学校で
は自殺企図者の救急搬送の際の注意事項及びそ
の家族への配慮等に関する教育を行っており、さら
に救急救命士に対する専門教育課程においては、
傷病者やその家族に対するコミュニケーション技法
と対応について、より詳細な教育訓練を行ってい
る。

○

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（1）職場に
おけるメンタ
ルヘルス対
策の推進

総務省 国家公務員のメンタルヘルス対策のため
の各府省の管理監督者に対する講習の
開催及びe-ラーニングの実施

各府省の管理監督者に対し、メンタルヘル
スケアに関する知識を習得させるととも
に、職員が心身ともに健康で安心できる職
場環境づくりの推進を図るための講習を
開催する。
また、業務繁忙な管理監督者や遠隔地官
署の管理監督者に対し、メンタルヘルスに
関する知識を習得させ意識の徹底を図る
ため、e-ラーニングを実施する。

管理監督者に対し、メンタルヘルスケアに関する
知識を習得させるとともに、実際の対応について理
解を深めてもらい、職員が心身ともに健康で安心で
きる職場環境づくりの取組や職場におけるメンタル
ヘルスケアの一層の推進に資することを目的とす
る。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（7）インター
ネット上の
自殺関連情
報対策の推
進

総務省 ○引き続き「違法・有害情報への対応等に
関する契約約款モデル条項」の適切な運
用を支援。

○23年度においても、引き続きモデル約
款条項の適切な運用を支援。

インターネット上では、違法・有害情報も広く流通
しており、社会問題となっている。これら違法・有害
情報については、プロバイダ責任制限法及び各種
ガイドラインに基づき、プロバイダ等による削除等
の対応が行われているところであるが、個々の事
案については、特に中小のプロバイダ等において
は、専門家の不足等により対応の判断が困難なこ
とが多い。

また、平成２１年４月より施行されている青少年イ
ンターネット環境整備法に基づき、青少年による有
害情報の閲覧の防止措置に係る努力義務の履行
に関する支援も必要となっている。

以上を踏まえ、違法・有害情報への事業者による
対応を促進する目的で、事業者からの相談の受付
を行うとともに、その相談内容を集計・分析し、政策
への反映、相談者に対する普及啓発活動の実施
等を行うこととする。

ガイドラインの啓発、個別事案に対する相談
等による事業者の適切な対応の支援を実施す
ることにより、中小のプロバイダ等による違法・
有害情報の削除等の促進に寄与した。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（8）インター
ネット上の
自殺予告事
案等への対
応等

総務省 ○引き続き「インターネット上の自殺予告
事案への対応に関するガイドライン」の適
切な運用を支援。

○23年度においても、引き続きガイドライ
ンの適切な運用を支援。

インターネット上では、違法・有害情報も広く流通
しており、社会問題となっている。これら違法・有害
情報については、プロバイダ責任制限法及び各種
ガイドラインに基づき、プロバイダ等による削除等
の対応が行われているところであるが、個々の事
案については、特に中小のプロバイダ等において
は、専門家の不足等により対応の判断が困難なこ
とが多い。

また、平成２１年４月より施行されている青少年イ
ンターネット環境整備法に基づき、青少年による有
害情報の閲覧の防止措置に係る努力義務の履行
に関する支援も必要となっている。

以上を踏まえ、違法・有害情報への事業者による
対応を促進する目的で、事業者からの相談の受付
を行うとともに、その相談内容を集計・分析し、政策
への反映、相談者に対する普及啓発活動の実施
等を行うこととする。

ガイドラインの啓発、個別事案に対する相談
等による事業者の適切な対応の支援を実施す
ることにより、中小のプロバイダ等による違法・
有害情報の削除等の促進に寄与した。

○

（施策数） 5 6 2 0

○

○法テラスにおいて、自殺の社会要因に
関わる相談窓口をより適切に紹介できる
よう関係機関等との連携強化を図り、コー
ルセンターや地方事務所、Webサイトなど
を通じ相談者への情報提供の充実に努め
ている。

○法テラスにおいて、自殺の社会要因に
関わる相談窓口をより適切かつ迅速に紹
介できるよう連携関係を確保するため、関
係機関等の範囲拡大と連携の強化を図
り、相談者への情報提供のさらなる充実に
努める。

民事・刑事を問わず、あまねく全国において、法
による紛争解決に必要な情報やサービスの提供が
受けられる社会の実現を基本理念とする総合法律
支援法を具体化することを目的とした総合法律支
援（平成16年法律第74号）に基づき実施。

（関係機関等との連携）
○全国の地方事務所において合計８３回もの地方協議会を
開催したのみならず，その内容も，地域別・テーマ別に開催し
て意見交換の促進を図る，事前にアンケート調査を実施して
支援センターに対する意見や疑問等を把握してから会議に臨
む等の工夫が凝らされている。地方協議会で出された関係機
関からの意見を現実の業務運営に反映させた例も見られ，全
体として，地方協議会に実質的な意味を持たせることに成功
しているものと評価できる。
○地方協議会の開催に当たっては，支援センターの業務運
営の公正・中立性，利用者の立場に立った業務遂行及び関
係機関・団体との連携協力関係の確保の観点から，テーマや
開催場所に応じて適切な関係者に出席を依頼するなどしてお
り，出席者の人選についての配慮状況は良好である。
○中央レベルにおいても地方レベルにおいても，各種の連絡
会議や打合せ会の機会を通じて，関係機関 団体との間で，
支援センターの業務についての共通認識が醸成され，連携の
強化・充実が図られたものと評価できる。
○各地方事務所において，被害者支援連絡協議会やＤＶ連
絡協議会に加え，被害者支援連絡協議会に設置されている
分科会や事務局での連絡会議等にも積極的に参加し，また，
被害者週間には，関係機関とともにイベントや街頭で広報
グッズやリーフレットを配布して犯罪被害者支援に関する広報
活動を行う等の取組を行った。これにより，関係機関・団体等
との間における相互理解や連携強化が図られたと評価でき
る。

（情報提供）
○コールセンター及び地方事務所の情報提供窓口での対応
について，外部の第三者による調査・評価を実施し，その分
析結果を情報提供担当者にフィードバックして，今後の対応
の質の向上を図ったことは認められるが，特に地方事務所を
対象とした調査の実施回数や選定事務所数が少なく，十分な
調査が実施されたとはいえない。今後は，更に充実した調査
がなされることを期待する。また，地方事務所については基
本的な応対のスキル向上や地方事務所間での応対標準化が
課題となっていることから，これに対しても適切な対応がなさ
れることを期待する。
○地方協議会等の場において，関係機関・団体と積極的に情
報交換を行い，利用者に最適で質の高い情報を提供するとと
もに，関係機関等へのスムーズな橋渡しができるよう相互理
解に努めたことが認められる。また，地方事務所からの情報
に基づき，各地の実情に応じた新たな窓口情報を追加するな
ど，関係機関情報の充実も図られている。コールセンターの
認知媒体における関係機関の割合が若干低下しているが，
支援センターの認知度が高まればこのような事態が生じるこ
とはあり得ることで，特に問題視すべきことではない。全体と
して，良好な取組がなされていると評価できる。
○ 様々な媒体を用いて利用者アンケートを実施し，回答数
が少ないホームページ上での調査を除き，良好な評価を得て
いる。また，これらのアンケート調査の結果については，コー
ルセンターのオペレーターや地方事務所の情報提供担当職
員等に研修等の機会を通じてフィードバックしている。このこと
は仙台コールセンター視察の際に拝聴した研修内容からも確
認している。アンケート調査に関しては，今後も回答率の向上
及び調査の客観性の確保に努める必要はあるが，全体とし
て，利用者の意見を業務に反映する仕組みが適切に構築さ
れているものと評価できる。

総務省 計
６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（5）法的問
題解決のた
めの情報提
供の充実

法務省
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

－ － － － － － 6,478 － 0 －

38,627 － 0 － 29,552 － 民間団体 請負 29,552 － 37,419 － 0 －

38,627 6(7)
再掲

0 － 29,552 6(7)
再掲

民間団体 請負 29,552 6(7)
再掲

37,419 6(7)
再掲

0 －

55,244 0 42,082 42,082 52,740 0

15,541,552 （内数） 0 － 15,541,552 （内数） 日本司法
支援セン
ター

交付 0 － 16,553,882 （内数） 0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（5）法的問
題解決のた
めの情報提
供の充実

法務省 ○テレビ等のマスメディアを利用し、法テラ
スの存在の更なる周知を図った。

○マスコミの更なる活用を図るなどして、
法テラスの認知度の向上を図る。

民事・刑事を問わず、あまねく全国において、法
による紛争解決に必要な情報やサービスの提供が
受けられる社会の実現を基本理念とする総合法律
支援法を具体化することを目的とした総合法律支
援（平成16年法律第74号）に基づき実施。

本部・地方事務所の広報活動を連動させる等
の工夫を凝らす，広報効果の高いテレビ広告や
インターネット広告を積極的に実施する，プレス
リリースの活用や関係機関との連携を通じて経
費のかからない広報活動にも注力する等，効
率的かつ効果的な広報活動に向けた取組が行
われ，その結果，支援センターの認知度も上昇
した。この努力は評価したいが，結果として表
れた認知度をみると，真の認識と言い得る「名
前も知っているし，業務内容もある程度知って
いる」及び「実際に利用したことがある」の割合
は合計６．３％とあまりに低く，また，依然として
国民の６割以上が支援センターのことを全く知
らないという状況も改善されていない。多額の
税金を投入している事業を，その事業を利用す
ることを必要とする人々に知ってもらうことは極
めて重要であり，引き続き，国民に対する地道
な周知活動に注力していくことが期待される。な
お，支援センター利用者の多くはインターネット
を利用する世代と思われるため，リニューアル
されたホームページは大変効果的である。今後
もインターネット広告の更なる活用が望まれる。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（5）法的問
題解決のた
めの情報提
供の充実

法務省 ○金融庁・日本弁護士連合会等の関係機
関と連携・協力し、多重債務問題・労働問
題等に関する相談会を実施するなどして
民事法律扶助制度の周知徹底を努めると
ともに、契約弁護士等による無料法律相
談を実施し受任・受託につなげるなどして
問題の解決を図った。

○関係機関と連携・協力し、自殺の社会的
要因に関わる問題の相談会を実施する際
には民事法律扶助制度のさらなる周知に
努めるとともに、現に問題を抱えている方
に対し、同制度を活用して問題の解決を
図る。

民事・刑事を問わず、あまねく全国において、法
による紛争解決に必要な情報やサービスの提供が
受けられる社会の実現を基本理念とする総合法律
支援法を具体化することを目的とした総合法律支
援（平成16年法律第74号）に基づき実施。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（5）法的問
題解決のた
めの情報提
供の充実

法務省 ○Webサイトをリニューアルし、多重債務
問題・労働問題等を抱えている方が自身
の問題を認識し相談行動を起こせるよう、
セルフチェックができる「法的トラブル判断
シート」を掲載した。（平成22年９月～）

民事・刑事を問わず、あまねく全国において、法
による紛争解決に必要な情報やサービスの提供が
受けられる社会の実現を基本理念とする総合法律
支援法を具体化することを目的とした総合法律支
援（平成16年法律第74号）に基づき実施。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（10）いじめ
を苦にした
子どもの自
殺の予防

法務省 ○「子どもの人権SOSミニレター」を全国の
小中学校の児童生徒に配布（平成22年10
月上旬から11月上旬）

○「子どもの人権SOSミニレター」を全国の
小中学校の児童生徒に配布（平成23年10
月上旬から11月上旬）

学校の先生や保護者にも相談できずに悩みを抱
えている児童・生徒が、法務省の人権擁護機関に
対し、手紙を通じて相談することにより、これまで多
くの「いじめ」や児童虐待等の人権問題の解決に
至っているなど、その実施の効果が認められること
に加え、依然として子どもに関する人権問題は、大
きな社会問題となっていることから、実施するもの。

○小・中学校へのミニレターの配布枚数
・学校数：33,736校、配布枚数：11,476,740枚

○児童・生徒から送付されたミニレターの通数
計23,039通

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（10）いじめ
を苦にした
子どもの自
殺の予防

法務省 ○「インターネット人権相談受付窓口（子ど
も用）」を開設

○「インターネット人権相談受付窓口（子ど
も用）」を開設

インターネットが国民生活に普及している現状を
踏まえて、人権擁護機関の人権相談を国民にとっ
てより利用しやすいものにするため、相談者が法務
局及び地方法務局の相談窓口の開設時間にかか
わらず相談を申し出ることができるよう、インター
ネットを通じた相談窓口を開設するもの。

22年度アクセス件数：計78,343件、相談処理件
数：5,044件

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（10）いじめ
を苦にした
子どもの自
殺の予防

法務省 ○専用相談電話「子どもの人権110番（フ
リーダイヤル）」を開設

○専用相談電話「子どもの人権110番（フ
リーダイヤル）」を開設

子どもの人権問題は、周囲の目に付きにくいとこ
ろで多く起こっており、被害者である子ども自身も、
その被害を外部に訴えるだけの力がまだ備わって
いなかったり、身近な人に話しにくいといった状況
等から、重大な結果に至って初めて気付くという例
が少なくないことから、子どもが発する信号をいち
早くつかみ、その解決に導くため、全国50か所の法
務局・地方法務局にフリーダイヤルの専用相談電
話「子どもの人権110番」を設置し、人権擁護委員
や法務局職員が子どもからの相談に応じ、子ども
が相談しやすい体制をとるとともに、啓発活動や調
査救済活動に取り組むもの。

22年度の利用件数は、合計27,710件であり、
主な相談内訳は以下のとおり。
○暴力虐待：741件
○いじめ：3,447件
○体罰等：2,700件
○その他：20,822件

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（10）いじめ
を苦にした
子どもの自
殺の予防

法務省 ○全国一斉「子どもの人権110番」強化週
間を実施（平成22年６月28日から同年７月
４日まで）

○全国一斉「子どもの人権110番」強化週
間を実施（平成23年６月27日から同年７月
３日まで）

学校における「いじめ」の事案や家庭内における児
童虐待の事案は、依然として数多く発生しているこ
とから、これらの子どもをめぐる様々な人権問題の
解決を図るための取組を強化するため実施するも
の。

相談件数合計は1,783件

（施策数） 4 4 1 0
（「平成23年度児童生徒の自殺予防に関する調査
研究協力者会議設置要項」）

文部科学省においては、これまで自殺対策基本
法等の趣旨を踏まえ、児童生徒の自殺予防のため
の施策を進めてきたところであり、平成１８年８月か
ら開催された「児童生徒の自殺予防に向けた取組
に関する検討会」の第１次報告の提言内容を踏ま
え、平成２１年３月には「教師が知っておきたい子ど
もの自殺予防」、平成２３年３月には、米国における
子どもに対する自殺予防教育の現況調査について
の結果を含む「平成２２年度児童生徒の自殺予防
に関する調査研究協力者会議審議のまとめ（以
下、「審議のまとめ」という。）」を作成・公表してきた
ところである。
平成２３年度は、第１次報告及び審議のまとめを踏
まえ、我が国において実施する場合の自殺予防教
育の在り方について調査研究を行う。

（施策の目的）
いじめ、暴力行為、自殺、不登校などの問題行動

等は依然として相当数に上っており、教育上の大き
な課題となっている。社会の変化が著しい昨今の
情勢を踏まえ、こうした喫緊の課題に対し、速やか
で適切な対応が可能となるような施策を行うことが
求められている。このため、各調査研究を実施し、
教育委員会や学校による未然防止、早期発見・早
期対応などの、速やかで適切な対応を可能とする
よう支援を行う。

（ⅰ）必要性
平成20年1月17日の中央教育審議会答申「幼稚園、小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について」では、現在の児童生徒については、生命尊
重の精神、自尊精神の乏しさ、基本的な生活習慣の未確立、
規範意識の低下、人間関係を形成する力の低下など、心の
活力が弱っているとの指摘がなされている。こうした課題に対
応するため、道徳教育や人権教育、体験活動の充実など、子
どもたちの豊かな人間性と社会性を育むための施策を行う必
要がある。

また、いじめ、不登校、暴力行為など、児童生徒の問題行動
等については、依然として教育上の大きな課題であり、特に
小学校における暴力行為が増加傾向にあるなど、引き続き対
応が求められていることから、継続して取組を推進する必要
がある。

（ⅱ）有効性
学習指導要領の改訂趣旨を踏まえた道徳教育の推進や、

小・中・高等学校全学種における体験活動の実施、自立して
生きていくために必要な能力や態度を育てるためのキャリア
教育の充実は、児童生徒の豊かな心を育成するうえで有効で
あると考えられる。

また、暴力行為、いじめ等の問題行動等を起こす児童生徒
や、不登校児童生徒への対応として、学校内外の相談体制
の整備を進めることや関係機関と連携した取組を進めること
は、問題行動等への適切な対応の観点から重要であり、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等
教育相談体制の充実、警察との連携による非行防止教室の
開催など非行問題等へのきめ細かな支援、不登校児童生徒
への効果的なカリキュラム開発等の成果を上げてきた。その
ため、引き続き、学校内外への相談体制の整備や関係機関と
の連携を進めるための事業等を進めることは有効であると考
えられる。

（ⅲ）効率性
○事業のインプット

地域に根ざした道徳教育の推進 706,162千円
豊かな体験活動推進事業 13,092,527千円の内数
人権教育開発事業 113,987千円
生徒指導・進路指導総合推進事業 490,763千円

○事業のアウトプット
上記事業等の実施により、道徳教育や、学校における体験

活動、人権教育、キャリア教育の充実が図られ、子どもたち
の豊かな人間性や社会性を育むことが期待されるとともに、
児童生徒の問題行動等への対応として、学校内外への相談
体制の整備や関係機関との連携の促進が期待される。
○事業のアウトカム

諸施策を着実に実施していくことによって、豊かな心を育成
することができ、暴力行為やいじめ等の問題行動等を起こす
児童生徒や、不登校児童生徒への適切な対応ができる。

○

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（4）児童生
徒の自殺予
防について
の調査の推
進

文部科学省 ○「児童生徒の自殺予防に関する調査研
究協力者会議」を開催し、子どもの自殺が
起こった際の背景調査に関する指針を取
りまとめるとともに、米国における子どもに
対する自殺予防教育に関する調査を実
施。

○引き続き、平成22年度の調査研究の結
果を踏まえ、「児童生徒の自殺予防に関す
る調査研究協力者会議」を開催予定。

法務省 計
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

15,541,552 （内数） 0 － 15,541,552 （内数） 日本司法
支援セン
ター

交付 0 － 16,553,882 （内数） 0 －

15,541,552 （内数） 0 － 15,541,552 （内数） 日本司法
支援セン
ター

交付 0 － 16,553,882 （内数） 0 －

15,541,552 （内数） 0 － 15,541,552 （内数） 日本司法
支援セン
ター

交付 0 － － －

54,645 － 0 － 0 － － － 0 － 51,827 － 0 －

47,532 － 0 － 0 － － － 0 － 46,773 － 0 －

19,239 － 0 － 0 － － － 0 － 19,239 － 0 －

19,239 6(10)
再掲

0 － 0 － － － 0 － 19,239 6(10)
再掲

0 －

121,416 0 0 （注） 0 117,839 0

2,372 － 0 － 10,303 － － － 0 － 2,204 － 0 －

-12-



目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（2） 児童生
徒の自殺予
防に資する
教育の実施

文部科学省 ○総務省、文部科学省及び通信関係団体
等が連携し、子どもたちのインターネットの
安心・安全な利用に向けて、主に保護者
及び教職員を対象とした啓発講座を実
施。

○総務省、文部科学省及び通信関係団体
等が連携し、子どもたちのインターネットの
安心・安全な利用に向けて、主に保護者
及び教職員を対象とした啓発講座を実
施。

携帯電話・パソコンなどによるインターネットの安
心・安全な利用に関する啓発活動などにより、子ど
ものネット社会における安全と健全な発育を促進
し、もって安心・安全な情報通信社会の実現に資す
ることを目的とする。

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（2） 児童生
徒の自殺予
防に資する
教育の実施

文部科学省 ○新学習指導要領における情報モラル教
育をはじめとした教育の情報化が円滑か
つ確実に実施されるよう、教員の指導をは
じめ学校・教育委員会の具体的な取組の
参考となる「教育の情報化に関する手引」
について、あらたに高等学校分を追記。

学習指導要領の改定により、情報教育や、教科
指導におけるICT活用（ICT：コンピュータや情報通
信ネットワークなどの情報コミュニケーション技術の
こと）など、教育の情報化に関わる内容について一
層の充実が図られた。

新学習指導要領のもとで教育の情報化が円滑か
つ確実に実施されるよう、教員の指導をはじめ、学
校・教育委員会の具体的な取組の参考となるよう
作成。

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（2） 児童生
徒の自殺予
防に資する
教育の実施

文部科学省 ○国立教育政策研究所において、すべて
の小中学校の教員が情報モラル教育を指
導するための参考となるよう「情報モラル
教育実践ガイダンス」を作成した。

インターネット上での誹謗中傷やいじめ、犯罪や
違法・有害情報などの問題が発生している中で、情
報モラル教育の必要性は高まっており、改訂され
た学習指導要領では総則や各教科等で情報モラ
ルを身につけるよう指導することが明記された。

このため、指導計画の作成方法や具体的な指導
内容等について参考となる資料を作成し、すべて
の教員が計画的に情報モラル教育を実施できるよ
うにする。

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（2） 児童生
徒の自殺予
防に資する
教育の実施

文部科学省 ○全国規模の学校団体やPTA、通信関係
団体などの関係業界・団体の連携強化を
図る「ネット安全安心全国推進フォーラム」
を実施（平成23年３月）。

○地域における教育・啓発活動の支援を
行う「地域の実情に応じた有害情報対策
事業」を実施。

○全国規模の学校団体やPTA、通信関係
団体などの関係業界・団体の連携強化を
図る「ネット安全安心全国推進フォーラム」
を実施予定。

○地域における教育・啓発活動の支援を
行う「地域の実情に応じた有害情報対策
事業」を実施予定。

○インターネット上のマナーや家庭での
ルールづくりの重要性を周知するため、有
識者による「ケータイモラルキャラバン隊」
を結成し、全国で学習・参加型のシンポジ
ウムを開催予定。

昨今の携帯電話等の普及により、インターネット
上の違法・有害情報サイトを通じた犯罪やいじめ等
に青少年が巻き込まれている現状を踏まえ、有害
情報等から青少年を守るための取組体制の構築、
普及啓発活動の実施、必要な調査研究等を総合
的に推進する。

○青少年の携帯電話のフィルタリングの利用
21年度（基準値）：48.2%、22年度：59.6%、24年

度目標値：80%

○携帯電話・PHSを利用する際のルールを決め
ていない家庭

21年度（基準値）：24.9%、22年度：19.0%、24年
度目標値：7%

（ⅰ）必要性
平成20年1月17日の中央教育審議会答申「幼稚園、小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について」では、現在の児童生徒については、生命尊
重の精神、自尊精神の乏しさ、基本的な生活習慣の未確立、
規範意識の低下、人間関係を形成する力の低下など、心の
活力が弱っているとの指摘がなされている。こうした課題に対
応するため、道徳教育や人権教育、体験活動の充実など、子
どもたちの豊かな人間性と社会性を育むための施策を行う必
要がある。

また、いじめ、不登校、暴力行為など、児童生徒の問題行動
等については、依然として教育上の大きな課題であり、特に
小学校における暴力行為が増加傾向にあるなど、引き続き対
応が求められていることから、継続して取組を推進する必要
がある。

（ⅱ）有効性
学習指導要領の改訂趣旨を踏まえた道徳教育の推進や、

小・中・高等学校全学種における体験活動の実施、自立して
生きていくために必要な能力や態度を育てるためのキャリア
教育の充実は、児童生徒の豊かな心を育成するうえで有効で
あると考えられる。

また、暴力行為、いじめ等の問題行動等を起こす児童生徒
や、不登校児童生徒への対応として、学校内外の相談体制
の整備を進めることや関係機関と連携した取組を進めること
は、問題行動等への適切な対応の観点から重要であり、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等
教育相談体制の充実、警察との連携による非行防止教室の
開催など非行問題等へのきめ細かな支援、不登校児童生徒
への効果的なカリキュラム開発等の成果を上げてきた。その
ため、引き続き、学校内外への相談体制の整備や関係機関と
の連携を進めるための事業等を進めることは有効であると考
えられる。

（ⅲ）効率性
○事業のインプット

地域に根ざした道徳教育の推進 706,162千円
豊かな体験活動推進事業 13,092,527千円の内数
人権教育開発事業 113,987千円
生徒指導・進路指導総合推進事業 490,763千円

○事業のアウトプット
上記事業等の実施により、道徳教育や、学校における体験

活動、人権教育、キャリア教育の充実が図られ、子どもたち
の豊かな人間性や社会性を育むことが期待されるとともに、
児童生徒の問題行動等への対応として、学校内外への相談
体制の整備や関係機関との連携の促進が期待される。
○事業のアウトカム

諸施策を着実に実施していくことによって、豊かな心を育成
することができ、暴力行為やいじめ等の問題行動等を起こす
児童生徒や、不登校児童生徒への適切な対応ができる。

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（2） 児童生
徒の自殺予
防に資する
教育の実施

文部科学省 ○生命を尊重する心をはぐくむ道徳教育
を推進する観点から、実践研究を実施。
「心のノート」をWebサイトへ掲載（道徳教
育総合支援事業）。

○生命を尊重する心をはぐくむ道徳教育
を推進する観点から、道徳教育総合支援
事業を実施。

学習指導要領に基づいた道徳教育の質の向上と
その一層の充実を図るため，各教育委員会等が学
校・地域の実情等に応じて主体的に行う道徳教育
に関する多様な取組みに対して支援を行うととも
に，その結果得られた道徳教育に関する成果等に
ついて全国的な発信を行うもの。

子どもたちの豊かな人間性や社会性を育むた
め、自然体験活動を３泊４日以上の日数で実施す
る小学校の取組を支援することで、３泊４日以上で
の活動を全国に普及させ、小学校における豊かな
体験活動のより充実した展開を推進するもの。

（ⅰ）必要性
平成20年1月17日の中央教育審議会答申「幼稚園、小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について」では、現在の児童生徒については、生命尊
重の精神、自尊精神の乏しさ、基本的な生活習慣の未確立、
規範意識の低下、人間関係を形成する力の低下など、心の
活力が弱っているとの指摘がなされている。こうした課題に対
応するため、道徳教育や人権教育、体験活動の充実など、子
どもたちの豊かな人間性と社会性を育むための施策を行う必
要がある。

また、いじめ、不登校、暴力行為など、児童生徒の問題行動
等については、依然として教育上の大きな課題であり、特に
小学校における暴力行為が増加傾向にあるなど、引き続き対
応が求められていることから、継続して取組を推進する必要
がある。

（ⅱ）有効性
学習指導要領の改訂趣旨を踏まえた道徳教育の推進や、

小・中・高等学校全学種における体験活動の実施、自立して
生きていくために必要な能力や態度を育てるためのキャリア
教育の充実は、児童生徒の豊かな心を育成するうえで有効で
あると考えられる。

また、暴力行為、いじめ等の問題行動等を起こす児童生徒
や、不登校児童生徒への対応として、学校内外の相談体制
の整備を進めることや関係機関と連携した取組を進めること
は、問題行動等への適切な対応の観点から重要であり、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等
教育相談体制の充実、警察との連携による非行防止教室の
開催など非行問題等へのきめ細かな支援、不登校児童生徒
への効果的なカリキュラム開発等の成果を上げてきた。その
ため、引き続き、学校内外への相談体制の整備や関係機関と
の連携を進めるための事業等を進めることは有効であると考
えられる。

（ⅲ）効率性
○事業のインプット

地域に根ざした道徳教育の推進 706,162千円
豊かな体験活動推進事業 13,092,527千円の内数
人権教育開発事業 113,987千円
生徒指導・進路指導総合推進事業 490,763千円

○事業のアウトプット
上記事業等の実施により、道徳教育や、学校における体験

活動、人権教育、キャリア教育の充実が図られ、子どもたち
の豊かな人間性や社会性を育むことが期待されるとともに、
児童生徒の問題行動等への対応として、学校内外への相談
体制の整備や関係機関との連携の促進が期待される。
○事業のアウトカム

諸施策を着実に実施していくことによって、豊かな心を育成
することができ、暴力行為やいじめ等の問題行動等を起こす
児童生徒や、不登校児童生徒への適切な対応ができる。

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（2） 児童生
徒の自殺予
防に資する
教育の実施

文部科学省 ○都道府県と指定都市が実施する事業に
対して補助を行う事業として、学校におけ
る豊かな体験活動の円滑な展開を推進。

○引き続き、児童の豊かな人間性や社会
性をはぐくむため、３泊４日以上の宿泊活
動を通じて、自然体験活動等を行う小学
校の取組に対する補助を行う事業として、
学校における豊かな体験活動の円滑な展
開を推進。
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

補助 4,852,354 （内数） 9,450,272 （内数） 0 －

補助 3,991,767 （内数）

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － － －

0 － 0 － 0 － － － 0 － － －

159,603 － 0 － 未定 － － － 0 － 101,439 － 0 － 平成22年度の
「ネット安全安心
全国推進フォー
ラム」は、震災に
より中止

（内数） 630,512 （内数） 0 －－ 486,430 （内数） 道府県教
委等

委託 486,430706,162 （内数） 0

（内数） 0 － 8,844,121 （内数） 都道府
県、指定
都市

13,092,527
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（3）学校に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

文部科学省 ○養護教諭の資質向上のため、全国養護
教諭研究大会（平成22年８月）、健康教育
指導者養成研修（平成22年11月～12月）
等を開催。

○養護教諭の資質向上のため、全国養護
教諭研究大会、健康教育指導者養成研修
等を開催予定。

近年の社会環境の急激な変化は、子どもたちの
心身に大きな影響を与え、いじめ、不登校、未成年
の喫煙や飲酒、青少年の薬物乱用、性に関する問
題、生活習慣病の兆候、アレルギー疾患、心の健
康問題など深刻かつ多様な健康問題を生じさせて
いる。これらの健康課題に適切に対応していくため
には、家庭や地域社会と連携を図りながら学校教
育全体を通して、ヘルスプロモーションの理念を生
かした健康教育を推進していくことが重要である。

そこで、本大会では、２１世紀を担う子どもたち
が、生涯を通じて心豊かに健康で生きるために、自
ら学び、考え、判断して、主体的に行動できる資質
や能力の育成を図ることを目指し、学校保健活動
の推進の中核となる養護教諭の支援や連携の在り
方について研究協議を行い、学校における健康教
育の推進及び養護教諭のより一層の資質向上に
資するものである。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（3）学校に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

文部科学省 ○学校における労働安全衛生管理につい
て引き続き周知・指導を行うため、担当者
会議を開催（平成22年９月、平成23年１
月）。

○学校における労働安全衛生管理につい
て引き続き周知・指導を行うため、担当者
会議を開催予定。

従来から、学校等における労働安全衛生管理体
制については、各種会議等の場を通じて産業医の
専任等を進めていただくよう依頼しているところで
あるが、その重要性にかんがみ、一層の整備を推
進するよう依頼している。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（3）学校に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

文部科学省 ○学校における労働安全衛生管理体制の
充実・強化を図るため、学校管理職等を対
象とした啓発資料を作成、配布予定。

学校における労働安全衛生体制の充実・強化を
図るため、学校管理職等を対象とした啓発資料を
作成し、配布する。（全国の幼・小・中・高校等へ配
布）

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（3）学校に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

文部科学省 ○公立学校等における労働安全衛生法に
基づく体制の整備状況を把握するため、
「公立学校等における労働安全衛生管理
体制に関する調査」を実施（平成22年７
月）。

○労働安全衛生法に基づく体制の整備の
趣旨を周知徹底するため、各都道府県教
育委員会等に対し、平成22年度に実施し
た調査結果と併せて通知を発出予定。

学校教育を円滑に実施するためには、児童生徒
等の安全確保のみならず、教職員によっても安全
で健康な職場環境が確保されることが重要であり、
学校安全や労働安全衛生に係る施策の参考とす
るため、学校の安全管理の取組状況や労働安全
衛生法に基づく体制の整備状況等について、従来
より調査を実施。

（スクールカウンセラー）
公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学

校及び特別支援学校に児童生徒の臨床心理に関
して高度に専門的な知識・経験を有するスクールカ
ウンセラーや児童が気軽に相談できる相談相手と
して「子どもと親の相談員」等を配置するとともに、
24時間体制の電話相談を実施し、教育相談体制を
整備する。

（スクールソーシャルワーカー）
いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など生徒指

導上の課題に対応するため、教育分野に関する知
識に加えて、社会福祉等の専門的な知識・技術を
用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働き掛
けて支援を行う、スクールソーシャルワーカーを配
置し、教育相談体制を整備する。

（ⅰ）必要性
平成20年1月17日の中央教育審議会答申「幼稚園、小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について」では、現在の児童生徒については、生命尊
重の精神、自尊精神の乏しさ、基本的な生活習慣の未確立、
規範意識の低下、人間関係を形成する力の低下など、心の
活力が弱っているとの指摘がなされている。こうした課題に対
応するため、道徳教育や人権教育、体験活動の充実など、子
どもたちの豊かな人間性と社会性を育むための施策を行う必
要がある。

また、いじめ、不登校、暴力行為など、児童生徒の問題行動
等については、依然として教育上の大きな課題であり、特に
小学校における暴力行為が増加傾向にあるなど、引き続き対
応が求められていることから、継続して取組を推進する必要
がある。

（ⅱ）有効性
学習指導要領の改訂趣旨を踏まえた道徳教育の推進や、

小・中・高等学校全学種における体験活動の実施、自立して
生きていくために必要な能力や態度を育てるためのキャリア
教育の充実は、児童生徒の豊かな心を育成するうえで有効で
あると考えられる。

また、暴力行為、いじめ等の問題行動等を起こす児童生徒
や、不登校児童生徒への対応として、学校内外の相談体制
の整備を進めることや関係機関と連携した取組を進めること
は、問題行動等への適切な対応の観点から重要であり、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等
教育相談体制の充実、警察との連携による非行防止教室の
開催など非行問題等へのきめ細かな支援、不登校児童生徒
への効果的なカリキュラム開発等の成果を上げてきた。その
ため、引き続き、学校内外への相談体制の整備や関係機関と
の連携を進めるための事業等を進めることは有効であると考
えられる。

（ⅲ）効率性
○事業のインプット

地域に根ざした道徳教育の推進 706,162千円
豊かな体験活動推進事業 13,092,527千円の内数
人権教育開発事業 113,987千円
生徒指導・進路指導総合推進事業 490,763千円

○事業のアウトプット
上記事業等の実施により、道徳教育や、学校における体験

活動、人権教育、キャリア教育の充実が図られ、子どもたち
の豊かな人間性や社会性を育むことが期待されるとともに、
児童生徒の問題行動等への対応として、学校内外への相談
体制の整備や関係機関との連携の促進が期待される。
○事業のアウトカム

諸施策を着実に実施していくことによって、豊かな心を育成
することができ、暴力行為やいじめ等の問題行動等を起こす
児童生徒や、不登校児童生徒への適切な対応ができる。

○

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（3）学校に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

文部科学省 ○スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカー、「子どもと親の相談員」の
配置により、学校における教育相談体制
を充実。

○引き続き、スクールソーシャルワーカー
を配置するとともに、スクールカウンセラー
の小学校への配置の拡充を行うなど、学
校における教育相談体制の充実を推進。

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（2）教職員
に対する普
及啓発等の
実施

文部科学省 ○「児童生徒の自殺予防に関する調査研
究協力者会議」において取りまとめられた
「教師が知っておきたい子どもの自殺予
防」マニュアルや、「子どもの自殺が起きた
ときの緊急対応の手引き」について各種会
議等を通じて教育委員会・学校に周知。

○引き続き、「教師が知っておきたい子ど
もの自殺予防」マニュアルや「子どもの自
殺が起きたときの緊急対応の手引き」につ
いて、各種会議等を通じて学校・教育委員
会関係者に周知。

（「平成23年度児童生徒の自殺予防に関する調査
研究協力者会議設置要項」）

文部科学省においては、これまで自殺対策基本
法等の趣旨を踏まえ、児童生徒の自殺予防のため
の施策を進めてきたところであり、平成１８年８月か
ら開催された「児童生徒の自殺予防に向けた取組
に関する検討会」の第１次報告の提言内容を踏ま
え、平成２１年３月には「教師が知っておきたい子ど
もの自殺予防」、平成２３年３月には、米国における
子どもに対する自殺予防教育の現況調査について
の結果を含む「平成２２年度児童生徒の自殺予防
に関する調査研究協力者会議審議のまとめ（以
下、「審議のまとめ」という。）」を作成・公表してきた
ところである。
平成２３年度は、第１次報告及び審議のまとめを踏
まえ、我が国において実施する場合の自殺予防教
育の在り方について調査研究を行う。

（施策の目的）
いじめ、暴力行為、自殺、不登校などの問題行動

等は依然として相当数に上っており、教育上の大き
な課題となっている。社会の変化が著しい昨今の
情勢を踏まえ、こうした喫緊の課題に対し、速やか
で適切な対応が可能となるような施策を行うことが
求められている。このため、各調査研究を実施し、
教育委員会や学校による未然防止、早期発見・早
期対応などの、速やかで適切な対応を可能とする
よう支援を行う。

（ⅰ）必要性
平成20年1月17日の中央教育審議会答申「幼稚園、小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について」では、現在の児童生徒については、生命尊
重の精神、自尊精神の乏しさ、基本的な生活習慣の未確立、
規範意識の低下、人間関係を形成する力の低下など、心の
活力が弱っているとの指摘がなされている。こうした課題に対
応するため、道徳教育や人権教育、体験活動の充実など、子
どもたちの豊かな人間性と社会性を育むための施策を行う必
要がある。

また、いじめ、不登校、暴力行為など、児童生徒の問題行動
等については、依然として教育上の大きな課題であり、特に
小学校における暴力行為が増加傾向にあるなど、引き続き対
応が求められていることから、継続して取組を推進する必要
がある。

（ⅱ）有効性
学習指導要領の改訂趣旨を踏まえた道徳教育の推進や、

小・中・高等学校全学種における体験活動の実施、自立して
生きていくために必要な能力や態度を育てるためのキャリア
教育の充実は、児童生徒の豊かな心を育成するうえで有効で
あると考えられる。

また、暴力行為、いじめ等の問題行動等を起こす児童生徒
や、不登校児童生徒への対応として、学校内外の相談体制
の整備を進めることや関係機関と連携した取組を進めること
は、問題行動等への適切な対応の観点から重要であり、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等
教育相談体制の充実、警察との連携による非行防止教室の
開催など非行問題等へのきめ細かな支援、不登校児童生徒
への効果的なカリキュラム開発等の成果を上げてきた。その
ため、引き続き、学校内外への相談体制の整備や関係機関と
の連携を進めるための事業等を進めることは有効であると考
えられる。

（ⅲ）効率性
○事業のインプット

地域に根ざした道徳教育の推進 706,162千円
豊かな体験活動推進事業 13,092,527千円の内数
人権教育開発事業 113,987千円
生徒指導・進路指導総合推進事業 490,763千円

○事業のアウトプット
上記事業等の実施により、道徳教育や、学校における体験

活動、人権教育、キャリア教育の充実が図られ、子どもたち
の豊かな人間性や社会性を育むことが期待されるとともに、
児童生徒の問題行動等への対応として、学校内外への相談
体制の整備や関係機関との連携の促進が期待される。
○事業のアウトカム

諸施策を着実に実施していくことによって、豊かな心を育成
することができ、暴力行為やいじめ等の問題行動等を起こす
児童生徒や、不登校児童生徒への適切な対応ができる。
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

2,372 １（4）
再掲

0 － 10,303 １（4）
再掲

－ － 0 － 2,204 １（4）
再掲

0 －

補助 4,852,354 （内数）

補助 3,991,767 （内数）

19,568 （内数） 0 － 13,829 （内数） － － 0 － 18,707 （内数） 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

－ － － － － － 19,441 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

0 － 8,844,121 2（2）
再掲

（内数）

都道府県
、指定都
市

9,450,27213,092,527 2（2）
再掲

（内数）

2（2）
再掲

（内数）

0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（3）学校に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

文部科学省 ○「心のケア対策推進事業」として、教職
員向け指導参考資料を作成、配布すると
ともに（平成22年７月）、養護教諭や臨床
心理士等を対象にシンポジウムを開催（平
成22年11月）。

○「児童生徒の現代的健康課題への対応
事業」として、教職員向け指導参考資料を
作成、配布するとともに、養護教諭や臨床
心理士等を対象にシンポジウムを開催予
定。

○「子どもの心のケアのために－災害や事件・事故
発生時を中心に－」

災害や事件・事故発生時における子どもの心の
ケア、子どもの心のケアの体制づくり、危機発生時
における健康観察の進め方に加え、対処方法等に
ついて参考事例を通して理解が深められるように
構成し、作成。

○子どもの心のケアシンポジウム
近年、災害や事件・事故が発生している状況にお

いて、子どもの心のケアが重要な課題となってい
る。災害や事件・事故に遭遇した子どもが、心に大
きな傷を受けると、成長や発達に大きな障害（心的
外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）等）となることがある。
そのため、日頃から子どもの健康観察を徹底し、情
報の共有を図るなどして早期発見に努め、適切な
対応と支援を行うことが必要である。

そこで、子どもの心のケアの支援に当たって養護
教諭、教職員、学校医等、スクールカウンセラー、
地域の関係機関等との連携の在り方等に関するシ
ンポジウムを開催し、子どもの心のケアの充実に
資する。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（7）インター
ネット上の
自殺関連情
報対策の推
進

文部科学省 ○青少年に対してフィルタリング利用の普
及を図るとともに、インターネットの適切な
利用に関する啓発活動を推進。

○青少年に対してフィルタリング利用の普
及を図るとともに、インターネットの適切な
利用に関する啓発活動を推進。

昨今の携帯電話等の普及により、インターネット
上の違法・有害情報サイトを通じた犯罪やいじめ等
に青少年が巻き込まれている現状を踏まえ、有害
情報等から青少年を守るための取組体制の構築、
普及啓発活動の実施、必要な調査研究等を総合
的に推進する。

○青少年の携帯電話のフィルタリングの利用
21年度（基準値）：48.2%、22年度：59.6%、24年

度目標値：80%

○携帯電話・PHSを利用する際のルールを決め
ていない家庭

21年度（基準値）：24.9%、22年度：19.0%、24年
度目標値：7%

公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学
校及び特別支援学校に児童生徒の臨床心理に関
して高度に専門的な知識・経験を有するスクールカ
ウンセラーや児童が気軽に相談できる相談相手と
して「子どもと親の相談員」等を配置するとともに、
24時間体制の電話相談を実施し、教育相談体制を
整備する。

（ⅰ）必要性
平成20年1月17日の中央教育審議会答申「幼稚園、小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について」では、現在の児童生徒については、生命尊
重の精神、自尊精神の乏しさ、基本的な生活習慣の未確立、
規範意識の低下、人間関係を形成する力の低下など、心の
活力が弱っているとの指摘がなされている。こうした課題に対
応するため、道徳教育や人権教育、体験活動の充実など、子
どもたちの豊かな人間性と社会性を育むための施策を行う必
要がある。

また、いじめ、不登校、暴力行為など、児童生徒の問題行動
等については、依然として教育上の大きな課題であり、特に
小学校における暴力行為が増加傾向にあるなど、引き続き対
応が求められていることから、継続して取組を推進する必要
がある。

（ⅱ）有効性
学習指導要領の改訂趣旨を踏まえた道徳教育の推進や、

小・中・高等学校全学種における体験活動の実施、自立して
生きていくために必要な能力や態度を育てるためのキャリア
教育の充実は、児童生徒の豊かな心を育成するうえで有効で
あると考えられる。

また、暴力行為、いじめ等の問題行動等を起こす児童生徒
や、不登校児童生徒への対応として、学校内外の相談体制
の整備を進めることや関係機関と連携した取組を進めること
は、問題行動等への適切な対応の観点から重要であり、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等
教育相談体制の充実、警察との連携による非行防止教室の
開催など非行問題等へのきめ細かな支援、不登校児童生徒
への効果的なカリキュラム開発等の成果を上げてきた。その
ため、引き続き、学校内外への相談体制の整備や関係機関と
の連携を進めるための事業等を進めることは有効であると考
えられる。

（ⅲ）効率性
○事業のインプット

地域に根ざした道徳教育の推進 706,162千円
豊かな体験活動推進事業 13,092,527千円の内数
人権教育開発事業 113,987千円
生徒指導・進路指導総合推進事業 490,763千円

○事業のアウトプット
上記事業等の実施により、道徳教育や、学校における体験

活動、人権教育、キャリア教育の充実が図られ、子どもたち
の豊かな人間性や社会性を育むことが期待されるとともに、
児童生徒の問題行動等への対応として、学校内外への相談
体制の整備や関係機関との連携の促進が期待される。
○事業のアウトカム

諸施策を着実に実施していくことによって、豊かな心を育成
することができ、暴力行為やいじめ等の問題行動等を起こす
児童生徒や、不登校児童生徒への適切な対応ができる。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（10）いじめ
を苦にした
子どもの自
殺の予防

文部科学省 ○子どもたちがいつでも悩みや不安を打
ち明けられるよう、24時間体制の電話相
談を実施。

○引き続き、24時間体制の電話相談を実
施。
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

6,868 － 0 － 10,230 － － － 0 － 41,027 （内数） 0 －

159,603 2(2)
再掲

0 － 未定 2(2)
再掲

－ － 0 － 101,439 2(2)
再掲

0 －

補助 4,852,354 （内数）

補助 3,991,767 （内数）

9,450,272 2（2）
4（3）
再掲

（内数）

0 －2（2）
4（3）
再掲

（内数）

0 － 8,844,121 2（2）
4（3）
再掲

（内数）

都道府
県、指定
都市

13,092,527
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

－ －

８ 遺され
た人の苦
痛を和ら
げる取組

（2）学校、職
場での事後
対応の促進

文部科学省 ○「児童生徒の自殺予防に関する調査研
究協力者会議」を開催し、子どもの自殺が
起こった際の背景調査に関する指針を取
りまとめるとともに、米国における子どもに
対する自殺予防教育に関する調査を実
施。

○引き続き、スクールソーシャルワーカー
を配置するとともに、スクールカウンセラー
の小学校への配置の拡充を行うなど、学
校における教育相談体制の充実を推進。

○平成22年度の調査研究の結果を踏ま
え、児童生徒の自殺が起きたときの背景
調査の在り方について、学校・教育委員会
関係者に対する周知及び普及・啓発を推
進。

（「平成23年度児童生徒の自殺予防に関する調査
研究協力者会議設置要項」）

文部科学省においては、これまで自殺対策基本
法等の趣旨を踏まえ、児童生徒の自殺予防のため
の施策を進めてきたところであり、平成１８年８月か
ら開催された「児童生徒の自殺予防に向けた取組
に関する検討会」の第１次報告の提言内容を踏ま
え、平成２１年３月には「教師が知っておきたい子ど
もの自殺予防」、平成２３年３月には、米国における
子どもに対する自殺予防教育の現況調査について
の結果を含む「平成２２年度児童生徒の自殺予防
に関する調査研究協力者会議審議のまとめ（以
下、「審議のまとめ」という。）」を作成・公表してきた
ところである。
平成２３年度は、第１次報告及び審議のまとめを踏
まえ、我が国において実施する場合の自殺予防教
育の在り方について調査研究を行う。

（施策の目的）
いじめ、暴力行為、自殺、不登校などの問題行動

等は依然として相当数に上っており、教育上の大き
な課題となっている。社会の変化が著しい昨今の
情勢を踏まえ、こうした喫緊の課題に対し、速やか
で適切な対応が可能となるような施策を行うことが
求められている。このため、各調査研究を実施し、
教育委員会や学校による未然防止、早期発見・早
期対応などの、速やかで適切な対応を可能とする
よう支援を行う。

（ⅰ）必要性
平成20年1月17日の中央教育審議会答申「幼稚園、小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について」では、現在の児童生徒については、生命尊
重の精神、自尊精神の乏しさ、基本的な生活習慣の未確立、
規範意識の低下、人間関係を形成する力の低下など、心の
活力が弱っているとの指摘がなされている。こうした課題に対
応するため、道徳教育や人権教育、体験活動の充実など、子
どもたちの豊かな人間性と社会性を育むための施策を行う必
要がある。

また、いじめ、不登校、暴力行為など、児童生徒の問題行動
等については、依然として教育上の大きな課題であり、特に
小学校における暴力行為が増加傾向にあるなど、引き続き対
応が求められていることから、継続して取組を推進する必要
がある。

（ⅱ）有効性
学習指導要領の改訂趣旨を踏まえた道徳教育の推進や、

小・中・高等学校全学種における体験活動の実施、自立して
生きていくために必要な能力や態度を育てるためのキャリア
教育の充実は、児童生徒の豊かな心を育成するうえで有効で
あると考えられる。

また、暴力行為、いじめ等の問題行動等を起こす児童生徒
や、不登校児童生徒への対応として、学校内外の相談体制
の整備を進めることや関係機関と連携した取組を進めること
は、問題行動等への適切な対応の観点から重要であり、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等
教育相談体制の充実、警察との連携による非行防止教室の
開催など非行問題等へのきめ細かな支援、不登校児童生徒
への効果的なカリキュラム開発等の成果を上げてきた。その
ため、引き続き、学校内外への相談体制の整備や関係機関と
の連携を進めるための事業等を進めることは有効であると考
えられる。

（ⅲ）効率性
○事業のインプット

地域に根ざした道徳教育の推進 706,162千円
豊かな体験活動推進事業 13,092,527千円の内数
人権教育開発事業 113,987千円
生徒指導・進路指導総合推進事業 490,763千円

○事業のアウトプット
上記事業等の実施により、道徳教育や、学校における体験

活動、人権教育、キャリア教育の充実が図られ、子どもたち
の豊かな人間性や社会性を育むことが期待されるとともに、
児童生徒の問題行動等への対応として、学校内外への相談
体制の整備や関係機関との連携の促進が期待される。
○事業のアウトカム

諸施策を着実に実施していくことによって、豊かな心を育成
することができ、暴力行為やいじめ等の問題行動等を起こす
児童生徒や、不登校児童生徒への適切な対応ができる。

－

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（10）いじめ
を苦にした
子どもの自
殺の予防

文部科学省 ○スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカー、「子どもと親の相談員」の
配置により、学校における教育相談体制
を充実。

いじめ、暴力行為、自殺、不登校などの生徒指導
上の問題行動等に対する速やかで適切な対応を
図るとともに、就職時の求職者（高校生）と求人側
のミスマッチの改善や高い離職率の問題への対応
等、生徒が将来設計の具体化を図ることができる
ような進路指導の充実を図る。

（ⅰ）必要性
平成20年1月17日の中央教育審議会答申「幼稚園、小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について」では、現在の児童生徒については、生命尊
重の精神、自尊精神の乏しさ、基本的な生活習慣の未確立、
規範意識の低下、人間関係を形成する力の低下など、心の
活力が弱っているとの指摘がなされている。こうした課題に対
応するため、道徳教育や人権教育、体験活動の充実など、子
どもたちの豊かな人間性と社会性を育むための施策を行う必
要がある。

また、いじめ、不登校、暴力行為など、児童生徒の問題行動
等については、依然として教育上の大きな課題であり、特に
小学校における暴力行為が増加傾向にあるなど、引き続き対
応が求められていることから、継続して取組を推進する必要
がある。

（ⅱ）有効性
学習指導要領の改訂趣旨を踏まえた道徳教育の推進や、

小・中・高等学校全学種における体験活動の実施、自立して
生きていくために必要な能力や態度を育てるためのキャリア
教育の充実は、児童生徒の豊かな心を育成するうえで有効で
あると考えられる。

また、暴力行為、いじめ等の問題行動等を起こす児童生徒
や、不登校児童生徒への対応として、学校内外の相談体制
の整備を進めることや関係機関と連携した取組を進めること
は、問題行動等への適切な対応の観点から重要であり、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等
教育相談体制の充実、警察との連携による非行防止教室の
開催など非行問題等へのきめ細かな支援、不登校児童生徒
への効果的なカリキュラム開発等の成果を上げてきた。その
ため、引き続き、学校内外への相談体制の整備や関係機関と
の連携を進めるための事業等を進めることは有効であると考
えられる。

（ⅲ）効率性
○事業のインプット

地域に根ざした道徳教育の推進 706,162千円
豊かな体験活動推進事業 13,092,527千円の内数
人権教育開発事業 113,987千円
生徒指導・進路指導総合推進事業 490,763千円

○事業のアウトプット
上記事業等の実施により、道徳教育や、学校における体験

活動、人権教育、キャリア教育の充実が図られ、子どもたち
の豊かな人間性や社会性を育むことが期待されるとともに、
児童生徒の問題行動等への対応として、学校内外への相談
体制の整備や関係機関との連携の促進が期待される。
○事業のアウトカム

諸施策を着実に実施していくことによって、豊かな心を育成
することができ、暴力行為やいじめ等の問題行動等を起こす
児童生徒や、不登校児童生徒への適切な対応ができる。

○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（10）いじめ
を苦にした
子どもの自
殺の予防

文部科学省 ○いじめなど問題行動等の未然防止、早
期発見・早期対応に向けた取組について
調査研究を実施。

○引き続き、いじめなど問題行動等の未
然防止、早期発見・早期対応に向けた取
組について調査研究を実施。

（スクールカウンセラー）
公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学

校及び特別支援学校に児童生徒の臨床心理に関
して高度に専門的な知識・経験を有するスクールカ
ウンセラーや児童が気軽に相談できる相談相手と
して「子どもと親の相談員」等を配置するとともに、
24時間体制の電話相談を実施し、教育相談体制を
整備する。

（スクールソーシャルワーカー）
いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など生徒指

導上の課題に対応するため、教育分野に関する知
識に加えて、社会福祉等の専門的な知識・技術を
用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働き掛
けて支援を行う、スクールソーシャルワーカーを配
置し、教育相談体制を整備する。

（ⅰ）必要性
平成20年1月17日の中央教育審議会答申「幼稚園、小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善について」では、現在の児童生徒については、生命尊
重の精神、自尊精神の乏しさ、基本的な生活習慣の未確立、
規範意識の低下、人間関係を形成する力の低下など、心の
活力が弱っているとの指摘がなされている。こうした課題に対
応するため、道徳教育や人権教育、体験活動の充実など、子
どもたちの豊かな人間性と社会性を育むための施策を行う必
要がある。

また、いじめ、不登校、暴力行為など、児童生徒の問題行動
等については、依然として教育上の大きな課題であり、特に
小学校における暴力行為が増加傾向にあるなど、引き続き対
応が求められていることから、継続して取組を推進する必要
がある。

（ⅱ）有効性
学習指導要領の改訂趣旨を踏まえた道徳教育の推進や、

小・中・高等学校全学種における体験活動の実施、自立して
生きていくために必要な能力や態度を育てるためのキャリア
教育の充実は、児童生徒の豊かな心を育成するうえで有効で
あると考えられる。

また、暴力行為、いじめ等の問題行動等を起こす児童生徒
や、不登校児童生徒への対応として、学校内外の相談体制
の整備を進めることや関係機関と連携した取組を進めること
は、問題行動等への適切な対応の観点から重要であり、ス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置等
教育相談体制の充実、警察との連携による非行防止教室の
開催など非行問題等へのきめ細かな支援、不登校児童生徒
への効果的なカリキュラム開発等の成果を上げてきた。その
ため、引き続き、学校内外への相談体制の整備や関係機関と
の連携を進めるための事業等を進めることは有効であると考
えられる。

（ⅲ）効率性
○事業のインプット

地域に根ざした道徳教育の推進 706,162千円
豊かな体験活動推進事業 13,092,527千円の内数
人権教育開発事業 113,987千円
生徒指導・進路指導総合推進事業 490,763千円

○事業のアウトプット
上記事業等の実施により、道徳教育や、学校における体験

活動、人権教育、キャリア教育の充実が図られ、子どもたち
の豊かな人間性や社会性を育むことが期待されるとともに、
児童生徒の問題行動等への対応として、学校内外への相談
体制の整備や関係機関との連携の促進が期待される。
○事業のアウトカム

諸施策を着実に実施していくことによって、豊かな心を育成
することができ、暴力行為やいじめ等の問題行動等を起こす
児童生徒や、不登校児童生徒への適切な対応ができる。

－
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

都道府県 委託 336,951 －

（→市町村
等）

－ (211329) －

指定都市 委託 19,379 －

ＮＰＯ法人
等

委託 69,974 －

補助 4,852,354 （内数）

補助 3,991,767 （内数）

2,204 1（4）
3（2）
再掲

02,372 1（4）
3（2）
再掲

0 － －10,303 1（4）
3（2）
再掲

－ － 0 －

13,092,527 2（2）
4（3）
6（10）
再掲

（内数）

0 － 8,844,121

（内数） 0 －（内数） 278,831

都道府
県、指定
都市

9,450,272 2（2）
4（3）
6（10）
再掲

（内数）

0 －2（2）
4（3）
6（10）
再掲

（内数）

（内数） 0 － 426,303490,763
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

（施策数） 15 14 3 0
１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（1）解明の
ための調査
の実施

厚生労働省 ○厚生労働科学研究費補助金「障害者対
策総合研究事業」において、「自殺の原因
分析に基づく効果的な自殺防止対策の確
立に関する研究」等を実施。

○厚生労働科学研究費補助金「障害者対
策総合研究事業」において、「自殺の原因
分析に基づく効果的な自殺防止対策の確
立に関する研究」等を実施予定。

障害保健福祉施策においては、障害者がその障
害種別にかかわらず、地域で自立して生活できる
ことを目的として、総合的な支援が推進されてい
る。

障害全般に関するリハビリテーション等の適切な
支援、障害の正しい理解と社会参加の促進方策、
地域において居宅・施設サービス等をきめ細かく提
供できる体制づくり等、障害者の総合的な保健福
祉施策に関する研究開発を行うと共に、これらの障
害を招く精神疾患、神経・筋疾患、感覚器疾患等に
ついての病因・病態の解明、効果的な予防、診断、
治療法等の研究・開発を推進。

例えば、障害者自立支援機器の一つであるブ
レイン・マシン・インターフェースについて平成24
年度の目標である「BMIにより障害者の自立を
支援するための技術体系の作成」に向けて着
実な成果が得られる等、多くの成果をあげてい
る。

障害関連研究については、平成22年度より、
管理体制・管理資源が分散していた障害・疾患
に関する３分野（障害保健福祉総合研究、感覚
器障害研究、こころの健康科学研究）を一元化
し、幅広い研究課題に対する効果的な研究企
画・進捗管理を行っている。

今後も引き続き、研究ニーズの一層の明確化
を図るとともに、本事業の継続的な充実が必要
である。

○

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（2）情報提
供体制の充
実

厚生労働省 ○自殺予防総合対策センターのWebサイ
ト「いきる」で、基礎資料、自殺の統計、地
方自治体の取組、相談窓口、海外の情
報、センターで発行した印刷物等を紹介。

○引き続き、自殺予防総合対策センター
のWebサイト「いきる」で、基礎資料、自殺
の統計、地方自治体の取組、相談窓口、
海外の情報、センターで発行した印刷物
等を紹介予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（3）自殺未
遂者、遺族
等の実態及
び支援方策
についての
調査の推進

厚生労働省 ○厚生労働科学研究費補助金「障害者対
策総合研究事業」において、「自殺のハイ
リスク者の実態解明及び自殺予防に関す
る研究」を実施。

○引き続き、厚生労働科学研究費補助金
「障害者対策総合研究事業」において、
「自殺のハイリスク者の実態解明及び自殺
予防に関する研究」を実施予定。

障害保健福祉施策においては、障害者がその障
害種別にかかわらず、地域で自立して生活できる
ことを目的として、総合的な支援が推進されてい
る。

障害全般に関するリハビリテーション等の適切な
支援、障害の正しい理解と社会参加の促進方策、
地域において居宅・施設サービス等をきめ細かく提
供できる体制づくり等、障害者の総合的な保健福
祉施策に関する研究開発を行うと共に、これらの障
害を招く精神疾患、神経・筋疾患、感覚器疾患等に
ついての病因・病態の解明、効果的な予防、診断、
治療法等の研究・開発を推進。

例えば、障害者自立支援機器の一つであるブ
レイン・マシン・インターフェースについて平成24
年度の目標である「BMIにより障害者の自立を
支援するための技術体系の作成」に向けて着
実な成果が得られる等、多くの成果をあげてい
る。

障害関連研究については、平成22年度より、
管理体制・管理資源が分散していた障害・疾患
に関する３分野（障害保健福祉総合研究、感覚
器障害研究、こころの健康科学研究）を一元化
し、幅広い研究課題に対する効果的な研究企
画・進捗管理を行っている。

今後も引き続き、研究ニーズの一層の明確化
を図るとともに、本事業の継続的な充実が必要
である。

○

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（5）うつ病等
の精神疾患
の病態解明
及び診断・
治療技術の
開発

厚生労働省 ○厚生労働科学研究補助金「障害者対策
総合研究事業」の中で、「プライマリーケア
で使用可能な、DNAチップを用いたうつ病
の診断指標の作成」、「リワークプログラム
を中心とするうつ病の早期発見から職場
復帰に至る包括的治療に至る研究」等を
実施。

○引き続き、厚生労働科学研究補助金
「障害者対策総合研究事業」の中で、うつ
病等の精神疾患の病態解明及び診断・治
療技術の開発等に関する研究を実施予
定。

障害保健福祉施策においては、障害者がその障
害種別にかかわらず、地域で自立して生活できる
ことを目的として、総合的な支援が推進されてい
る。

障害全般に関するリハビリテーション等の適切な
支援、障害の正しい理解と社会参加の促進方策、
地域において居宅・施設サービス等をきめ細かく提
供できる体制づくり等、障害者の総合的な保健福
祉施策に関する研究開発を行うと共に、これらの障
害を招く精神疾患、神経・筋疾患、感覚器疾患等に
ついての病因・病態の解明、効果的な予防、診断、
治療法等の研究・開発を推進。

例えば、障害者自立支援機器の一つであるブ
レイン・マシン・インターフェースについて平成24
年度の目標である「BMIにより障害者の自立を
支援するための技術体系の作成」に向けて着
実な成果が得られる等、多くの成果をあげてい
る。

障害関連研究については、平成22年度より、
管理体制・管理資源が分散していた障害・疾患
に関する３分野（障害保健福祉総合研究、感覚
器障害研究、こころの健康科学研究）を一元化
し、幅広い研究課題に対する効果的な研究企
画・進捗管理を行っている。

今後も引き続き、研究ニーズの一層の明確化
を図るとともに、本事業の継続的な充実が必要
である。

１ 自殺の
実態を明
らかにす
る取組

（6）既存資
料の利活用
の推進

厚生労働省 ○自殺予防総合対策センターにおいて、
人口動態統計に基づく地域ごとの自殺死
亡統計の分析を実施し、平成23年３月に
は「自殺対策のための自殺死亡の地域統
計」を全面的に改訂した。

○自殺予防総合対策センターにおいて、
人口動態統計に基づく地域ごとの自殺死
亡統計の分析を引き続き実施予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（3）うつ病に
ついての普
及啓発の推
進

厚生労働省 ○精神保健福祉に関する正しい知識を普
及するため「精神保健福祉全国大会」を開
催。

○精神保健福祉に関する正しい知識を普
及するため「精神保健福祉全国大会」を開
催予定。

近年の社会経済状況の急激な変化は、様々なス
トレスや悩みをもたらし、人と人とのつながりや思い
やりの心を希薄化させ、心の退廃を招き、うつ病や
引きこもり、自殺者の増加、アルコール依存症など
精神保健福祉に関する問題を深刻させており、そ
の対策が急務となっている。

本大会は、「変わらない心の原点を求めて ～沖
縄から発信するユイマール精神～」（注）をテーマ
に、全国の精神保健福祉関係者並びに一般の
方々の参集のもと、精神保健福祉に関する正しい
知識の普及と新たな精神保健福祉施策の推進を
目指すもの。
（注）「ユイマール」：沖縄の方言。相互扶助、助け
合いのこころの意。

○

２ 国民一
人ひとりの
気づきと
見守りを
促す取組

（3）うつ病に
ついての普
及啓発の推
進

厚生労働省 ○うつ病を含む精神疾患の正しい理解と
治療や生活に役立つ情報をまとめた「み
んなのメンタルヘルス総合サイト」と、若者
向けに心の不調への対処法を紹介する
「こころもメンテしよう」を厚生労働省HP内
に開設。

○「みんなのメンタルヘルス総合サイト」
「こころもメンテしよう」を拡充予定。

インターネットにおけるメンタルヘルス総合サイト
等による普及啓発により、精神疾患に関する正確
な理解や早期相談・早期発見を促すことを目的とす
る。

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（1）かかりつ
けの医師等
のうつ病等
の精神疾患
の診断・治
療技術の向
上

厚生労働省 ○精神科を専門としない医師に対し、うつ
病診断能力の向上を目的に「かかりつけ
医心の健康対応力向上研修事業」を実
施。（平成22年度からは、小児科医等も対
象）

○引き続き、「かかりつけ医心の健康対応
力向上研修事業」を実施予定。

うつ病は、精神症状以外に身体症状が出ることも
多く、内科等のかかりつけの医師を初めに受診す
ることが多い。また、思春期精神疾患については小
児科等のかかりつけの医師を受診することが多
い。

これらの理由により、日頃より受診するかかりつ
けの医師に対し、適切なうつ病等精神疾患に関す
る診療の知識・技術及び精神科等の専門の医師と
の連携方法、家族からの話や悩みを聞く姿勢等を
修得させるための研修を実施することにより、各地
域において、うつ病等精神疾患の早期発見・早期
治療による一層の自殺対策の推進を図ることを目
的とする。

事業計画において事業内容、経費の支出予
定等を確認のうえ交付決定を行い、事業終了
後の実績報告により最終確認を行っており、余
剰金があった場合には返還の措置を講じてい
る。今後も予算の執行状況等を踏まえつつ、施
策の推進に必要な予算の確保を行う。

○

文部科学省 計
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

168,843 0 20,533 426,304 123,084 0

20,55,217 （内数） 0 － 2,026,813 （内数） 研究代表
者

補助 2,026,813 （内数） 1,709,283 （内数） 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

2,055,217 （内数） 0 － 2,026,813 （内数） 研究代表
者

補助 2,026,813 （内数） 1,709,283 （内数） 0 －

2,055,217 （内数） 0 － 2,026,813 （内数） 研究代表
者

補助 2,026,813 （内数） 1,709,283 （内数） 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

3,454 － 0 － 1,798 － 民間事業
者

委託 1,798 － 3,270 － 0 －

81,493 － 0 － 43,050 － 民間事業
者

委託 43,050 － 62,894 － 0 －

90,513 － 0 － 25,103 － 都道府県・
指定都市

補助 25,103 － 91,344 － 0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（1）かかりつ
けの医師等
のうつ病等
の精神疾患
の診断・治
療技術の向
上

厚生労働省 自殺予防総合対策センター経費
【独立行政法人国立精神･神経医療研究
センター運営費交付金の内数】

主に精神医療において専門的にうつ病の
治療に携わる者に対して、認知行動療法
の普及を図るための研修を行う。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（3）地域保
健スタッフや
産業保健ス
タッフの資
質の向上

厚生労働省 ○自治体、保健所、精神保健福祉セン
ター、精神科医療機関、民間団体等で自
殺予防に関する相談業務に関わっている
者の資質向上のため、自殺予防総合対策
センターにおいて専門的な研修の実施、
研修企画の助言、講師の派遣等を実施。

○自殺予防総合対策センターにおいて専
門的な研修の実施、研修企画の助言、講
師の派遣等を実施予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（3）地域保
健スタッフや
産業保健ス
タッフの資
質の向上

厚生労働省 ○職場における自殺予防を含むメンタル
ヘルス対策及び過重労働対策を推進する
ため、全国の産業保健推進センター等に
おいて、産業医等の産業保健スタッフ等に
対し研修を実施。

○全国の産業保健推進センター等におい
て、産業医等の産業保健スタッフ等に対し
研修を実施予定。

精神科医に対して産業保健に関する必要な知識
を付与する研修を実施し、また、産業医に対してメ
ンタルヘルスに関する必要な知識を付与する研修
を実施することにより、メンタルヘルス不調により休
業している労働者の職場復帰において主治医と産
業医の円滑な連携が図られることを目的として実
施。

○成果目標及び成果実績（アウトカム）
研修を受講した結果、有効、有用であった旨

の回答の割合：95％（目標値：90％、達成度：
106％）

○活動指標及び活動実績（アウトプット）
研修の実施回数：85回

○点検結果
年度により、特に必要とされている研修が異

なることから、カリキュラム等の修正を行うこと
により効率的に事業を実施している。

○

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（4）介護支
援専門員等
に対する研
修の実施

厚生労働省 ○介護支援専門員の資質向上を図るため
の研修事業を実施。

○介護支援専門員の資質向上を図るため
の研修事業を実施予定。

要介護者等の希望や心身の状況、置かれている
環境等を適切に把握し、自立生活を 支援する観
点から、適切なサービスを多職種連携により総合
的に設計し、提供する役 割を担う介護支援専門
員の資質向上を図るため、実務に就いた後も継続
的に研修の機会を提供できるよう体系的に研修事
業を行い、必要な知識・技能の修得を図る。

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（5）民生委
員・児童委
員等への研
修の実施

厚生労働省 ○各都道府県、政令指定都市が実施す
る、
①単位民生委員・児童委員協議会会長に
必要な指導力を修得させるための研修
②中堅の民生委員・児童委員に必要な活
動力を修得させるための研修
③新任の民生委員・児童委員に必要な基
礎的知識及び技術を修得させるための研
修
等を支援するため「民生委員・児童委員研
修事業」を実施。

○各都道府県、政令指定都市が実施す
る、
①単位民生委員・児童委員協議会会長に
必要な指導力を修得させるための研修
②中堅の民生委員・児童委員に必要な活
動力を修得させるための研修
③新任の民生委員・児童委員に必要な基
礎的知識及び技術を修得させるための研
修
等を支援するため「民生委員・児童委員研
修事業」を実施予定。

民生委員・児童委員が相談援助活動等を行う上で
必要不可欠な知識及び技術を習得させることを目
的とする。

（成果指標）
民生委員・児童委員に対する情報提供や、地

域の中核的相談員等の研修を支援するための
事業であり、成果を数値化するのは困難。

（点検結果）
引き続き事業を継続していく

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（6）地域で
のリーダー
養成研修の
充実

厚生労働省 ○自殺対策を企画立案する自治体の担当
者がその企画立案能力を修得するため
に、自殺予防総合対策センターにおいて、
自殺対策の企画立案に携わる者等を対象
とした「自殺総合対策企画研修」を実施。

○自殺予防総合対策センターにおいて、
自殺対策の企画立案に携わる者等を対象
とした「自殺総合対策企画研修」を実施予
定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（6）地域で
のリーダー
養成研修の
充実

厚生労働省 地域精神保健指導者（こころの健康問題）
研修事業

地域精神保健従事者に対し、地域住民が
抱えるうつ、ストレス、不眠等に対する適
切な対応のために必要な知識や技術を習
得させるための研修を実施し、地域におけ
る自殺対策の強化を図る。

地域精神保健指導者（こころの健康問題）
研修事業

地域精神保健従事者に対し、地域住民が
抱えるうつ、ストレス、不眠等に対する適
切な対応のために必要な知識や技術を習
得させるための研修を実施し、地域におけ
る自殺対策の強化を図る。

○精神障害者の地域生活への移行及び地域生活
を支えるための適切な在宅医療の提供を確保を図
る。
○発達障害に関する専門的知識を有する人材を確
保するよう務めるとともに、発達障害に対する理解
を深め、及び専門性を高める
○依存症回復施設の質を担保し、依存症への対応
力を一層強化する。
○.精神保健福祉士養成担当職員の資質向上を図
る。
○依存症者を支える家族関係についての理解や
依存症に関する正しい知識の習得等を図る

（活動指標及び活動実績（アウトプット））
研修の回数（訪問看護研修、依存症研修、精神
保健福祉士研修）：23回
実施施設数（発達障害者支援者実地研修）：６
施設

○

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（7）社会的
要因に関連
する相談員
の資質の向
上

厚生労働省 ○厚生労働省職員研修において、メンタ
ルヘルスに関する講習を実施。

○厚生労働省職員研修において、メンタ
ルヘルスに関する講習を実施。

講習を実施することにより、不調者の早期発見を
可能とし、休職等の発生を未然に防止することを目
的とする。

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（7）社会的
要因に関連
する相談員
の資質の向
上

厚生労働省 (独)労働政策研究・研修機構運営費交付
金（職業指導ⅡA専門研修）

ハローワークの職業相談技法として必要
とされるキャリアコンサルティングに係る基
本的知識の習得、キャリアコンサルティン
グの実施過程において必要なスキル、ア
セスメント、事例検討、自己研鑽とスー
パービジョンを研修によって修得する。こ
の中でメンタルヘルスについての研修を行
う。

(独)労働政策研究・研修機構運営費交付
金（職業指導ⅡA専門研修）

ハローワークの職業相談技法として必要
とされるキャリアコンサルティングに係る基
本的知識の習得、キャリアコンサルティン
グの実施過程において必要なスキル、ア
セスメント、事例検討、自己研鑽とスー
パービジョンを研修によって修得する。こ
の中でメンタルヘルスについての研修を行
う。

○労働行政担当職員その他の関係者に対する研
修

研究員による研究成果を活かすとともに、労働基
準監督官等の研修について民間の一層の活用を
図ることにより、労働行政機関で必要な知識やノウ
ハウ等が取得できる労働行政担当職員研修を効
果的に実施すること。

併せて、研修の場を通じて、労働行政の現場で生
じている問題や第一線の労働行政機関の担当者
の問題意識を吸い上げ、労働政策研究に活かすこ
と。

これらにより、労働政策研究及び労働行政担当
職員研修双方の活性化を一層図ること。

政策ニーズを踏まえた研修コースの新設や研
修生の要望等を踏まえた科目内容の拡充・見
直しなどを行うとともに、調査結果と研修実績を
活用した研修教材や研修プログラムの開発、イ
ブニングセッションの積極的な開催など研究部
門と研修部門の一層の連携がなされた結果、
研修生を対象としたアンケートにおいて、「有意
義」との回答が中期計画の「85％以上」と上回
る「98.0％」に上っており、中期計画を上回って
いると評価できる。

また、研修終了後、一定期間経過した時点に
おける職場での研修効果の測定の試行をはじ
めたことは評価できる。

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（7）社会的
要因に関連
する相談員
の資質の向
上

厚生労働省 公共職業安定所業務推進費（都道府県労
働局で実施するキャリアコンサルティング
研修及び産業カウンセラー研修）

ハローワークの職業相談窓口において
は、求職者の抱えている問題を把握し、こ
れに合致した的確な支援を適時に実施す
る等により、一層専門的なサービスを提供
することが必要とされる。このため、各都
道府県労働局において、ハローワークの
職員に対して、キャリアコンサルティング及
び産業カウンセラー研修を実施する。

公共職業安定所業務推進費（都道府県労
働局で実施するキャリアコンサルティング
研修及び産業カウンセラー研修）

ハローワークの職業相談窓口において
は、求職者の抱えている問題を把握し、こ
れに合致した的確な支援を適時に実施す
る等により、一層専門的なサービスを提供
することが必要とされる。このため、各都
道府県労働局において、ハローワークの
職員に対して、キャリアコンサルティング及
び産業カウンセラー研修を実施する。

ハローワークに来所する求職者に対してキャリ
ア・コンサルティング等を実施することにより、求職
者が抱えている様々な問題を把握し、これに合致し
た支援を実施する等により、一層専門的なサービ
スを提供する。
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） － －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

31,699 － 0 － 14,206 － 労働者健
康福祉機
構

委託費 14206 － 160,308 － 0 －

175,000 － 0 － 143,950 － 都道府県 補助 143,950 － 174,000 － 0 －

24,000,000 （内数） 0 － 23,195,278 （内数） 都道府
県、指定
都市、中
核市

補助 0 － 20,000,000 （内数） 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

2,342 － 0 － 0 － － － 0 － 2,342 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

45,042 （内数） 0 － 45,042 （内数） （独）労働
政策研究・
研修機構

運営費交
付金

45,042 （内数） 44,442 （内数） 0 －

89,721 （内数） 0 － 41,501 － － － 0 － 80,717 （内数） 0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（9）研修資
材の開発等

厚生労働省 ○「自殺未遂者及び自殺者遺族等へのケ
アに関する研究」において、地域の精神保
健従事者が研修資材として活用できるも
のとして開発した自殺未遂者や自死遺族
等へのケアに関するガイドラインに基づ
き、研修及びシンポジウムを実施。

○自殺未遂者や自死遺族等へのケアに
関するガイドラインに基づき、研修及びシ
ンポジウムを実施予定。

これまで自殺未遂者及び自死遺族への支援は民
間団体の献身的な努力によって支えられてきた
が、平成20年３月に取りまとめられた「自殺未遂
者・自殺者親族等のケアに関する検討会」報告書
に基づき平成20年度に作成されたガイドラインを踏
まえ実施するものであり、専門職をはじめとする多
くの関係者の知識及び技術の普及を目的とする。

○成果目標及び成果実績（アウトカム）
自殺者数の減少（数値目標は記載困難）

○活動指標及び活動実績（アウトプット）
自殺未遂者ケア研修４回、自死遺族ケアシンポ
ジウム１回 ○

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（9）研修資
材の開発等

厚生労働省 ○自殺予防総合対策センターにおいて、
地方公共団体、民間団体の相談員に対す
る研修の企画実施に協力。

○自殺予防総合対策センターにおいて、
地方公共団体、民間団体の相談員に対す
る研修の企画実施に協力予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

３ 早期対
応の中心
的役割を
果たす人
材を養成
する取組

（10）自殺対
策従事者へ
の心のケア
の推進

厚生労働省 ○自殺予防総合対策センターにおいて、
相談員自らの心の健康を維持するための
対応方法についての内容を盛り込んだ、
相談支援に関する研修を実施。

○自殺予防総合対策センターにおいて、
相談員自らの心の健康を維持するための
対応方法についての内容を盛り込んだ、
相談支援に関する研修を実施予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（1）職場に
おけるメンタ
ルヘルス対
策の推進

厚生労働省 ○都道府県労働局・労働基準監督署によ
る事業場及び業界団体等に対する指導を
実施。

○都道府県労働局・労働基準監督署によ
る事業場及び業界団体等に対する指導を
引き続き実施。

行政指導の一環として通常業務に取り込んで実
施しているもの。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（1）職場に
おけるメンタ
ルヘルス対
策の推進

厚生労働省 ○小規模事業場の労働者及びその家族
に対しセミナーや相談会等を実施。

○メンタルヘルス不調を自覚する小規模
事業場の労働者に対し、医師又は保健師
が相談や指導を実施。

労働者のメンタルヘルス不調を早期に発見し、深
刻な事態に至ることを防ぐためには、労働者本人
の気づきだけではなく、周囲の者、中でも家族の気
づきを端緒として必要な介入をしていくことが効果
的であると考えられることから、家族からの支援を
含めてメンタルヘルス対策を進めるため、地域産
業保健センターにおいて、メンタルヘルスに関する
専門的知識をもった医師、地域で活動を行っている
保健所等の協力を得て、
１）労働者及びその家族を対象としたメンタルヘル
スに関するセミナー
２）メンタルヘルス不調の労働者やその家族等を対
象とした個別相談会
を開催することにより、メンタルヘルスに関する基
礎的知識やメンタルヘルス不調への適切な対応に
ついての知識を普及し、メンタルヘルス不調の予防
を図るとともに、メンタルヘルス不調となった労働者
の早期発見、早期治療を促進することとする。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（1）職場に
おけるメンタ
ルヘルス対
策の推進

厚生労働省 ○労働基準関係法令上問題が認められた
場合に必要な監督指導を実施。

○引き続き、労働基準関係法令上問題が
認められた場合に必要な監督指導を実
施。

行政指導の一環として通常業務に取り込んで実
施しているもの。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（1）職場に
おけるメンタ
ルヘルス対
策の推進

厚生労働省 ○全国47都道府県のメンタルヘルス対策
支援センターによるメンタルヘルス対策の
総合的な支援の一つとして、新たに管理
監督者に対する教育を実施。

○全国47都道府県のメンタルヘルス対策
支援センターによるメンタルヘルス対策の
総合的な支援の一つとして、新たに職場
復帰プログラムの作成支援を実施。

地域における職場のメンタルヘルス対策の中核
的機関として全国47都道府県に設置し、メンタルヘ
ルス不調の予防から復職支援まで事業者の行う職
場のメンタルヘルス対策を総合的に支援するもの。

１ メンタルヘルス対策支援センター事業
メンタルヘルス対策支援センターによる訪問支援等

の充実によりメンタルヘルス対策に取り組む事業場増
加という政策効果が発現する仕組みが機能するため
には、メンタルヘルス対策に取り組んでいない事業場
に対し効果的に支援を行う必要がある。このため、本
事業により「専門スタッフがいない」、「取り組み方が分
からない」等の理由により取組が十分に進んでいない
事業場に対し、個別に訪問し、社内スタッフや社員へ
の教育・研修方法や、社内のメンタルヘルスに関する
相談体制づくりの方法等、具体的な支援を行ってい
る。
２ メンタルヘルス・ポータルサイト事業

メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」による情
報提供により労働者の健康障害の防止という政策効
果が発現する仕組みが機能するためには、「取り組み
方が分からない」等の理由により取組が十分進んでい
ない事業場に対し、ニーズにあった情報提供が必要で
ある。このため、本事業により、メタルヘルス対策の取
り組み事例や、専門相談機関の紹介等の情報提供を
行っている。

事業場への個別訪問支援の実施や、ポータルサイト
を通じた情報提供により、職場のメンタルヘルス対策
の促進が図られると考えられるが、各事業場において
専門スタッフが確保され、自立的な取組が行われるに
は、一定程度の期間がかかると考えられる。

なお、「新成長戦略」において、２０２０年までの目標
として「メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場
の割合１００％」としている。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（1）職場に
おけるメンタ
ルヘルス対
策の推進

厚生労働省 ○メンタルヘルス・ポータルサイト「こころ
の耳」に産業保健スタッフ等に対する教育
機能を追加。

○メンタルヘルス・ポータルサイト「こころ
の耳」において産業保健スタッフ等に対す
る教育機能を拡充。

事業者、産業医等の産業保健スタッフ、労働者な
どに対し総合的な情報提供を実施するもの。

１ メンタルヘルス対策支援センター事業
メンタルヘルス対策支援センターによる訪問支援等

の充実によりメンタルヘルス対策に取り組む事業場増
加という政策効果が発現する仕組みが機能するため
には、メンタルヘルス対策に取り組んでいない事業場
に対し効果的に支援を行う必要がある。このため、本
事業により「専門スタッフがいない」、「取り組み方が分
からない」等の理由により取組が十分に進んでいない
事業場に対し、個別に訪問し、社内スタッフや社員へ
の教育・研修方法や、社内のメンタルヘルスに関する
相談体制づくりの方法等、具体的な支援を行ってい
る。
２ メンタルヘルス・ポータルサイト事業

メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」による情
報提供により労働者の健康障害の防止という政策効
果が発現する仕組みが機能するためには、「取り組み
方が分からない」等の理由により取組が十分進んでい
ない事業場に対し、ニーズにあった情報提供が必要で
ある。このため、本事業により、メタルヘルス対策の取
り組み事例や、専門相談機関の紹介等の情報提供を
行っている。

事業場への個別訪問支援の実施や、ポータルサイト
を通じた情報提供により、職場のメンタルヘルス対策
の促進が図られると考えられるが、各事業場において
専門スタッフが確保され、自立的な取組が行われるに
は、一定程度の期間がかかると考えられる。

なお、「新成長戦略」において、２０２０年までの目標
として「メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場
の割合１００％」としている。
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

18,456 － 0 － 9,435 － 民間事業
者

委託 9,435 － 17,164 － 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

81,592 － 0 － 不明 － 民間団体 委託 不明 － 2,032,359 （内数） 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

493,976 － 0 － 456,005 － 独立行政
法人労働
者健康福
祉機構

委託費 456,005 － 1,267,886 － 0 －

65,394 － 0 － 60,137 － 財団法人
産業医学
振興財団

委託費 60137 － 60,858 － 0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（1）職場に
おけるメンタ
ルヘルス対
策の推進

厚生労働省 ○メンタルヘルス不調の防止のためのスト
レス対処等に関する取り組みの支援を実
施。

職場のメンタルヘルス対策の促進等を図り、労働
者の健康障害を防止することを目的としている。

１ メンタルヘルス対策支援センター事業
メンタルヘルス対策支援センターによる訪問支援等

の充実によりメンタルヘルス対策に取り組む事業場増
加という政策効果が発現する仕組みが機能するため
には、メンタルヘルス対策に取り組んでいない事業場
に対し効果的に支援を行う必要がある。このため、本
事業により「専門スタッフがいない」、「取り組み方が分
からない」等の理由により取組が十分に進んでいない
事業場に対し、個別に訪問し、社内スタッフや社員へ
の教育・研修方法や、社内のメンタルヘルスに関する
相談体制づくりの方法等、具体的な支援を行ってい
る。
２ メンタルヘルス・ポータルサイト事業

メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」による情
報提供により労働者の健康障害の防止という政策効
果が発現する仕組みが機能するためには、「取り組み
方が分からない」等の理由により取組が十分進んでい
ない事業場に対し、ニーズにあった情報提供が必要で
ある。このため、本事業により、メタルヘルス対策の取
り組み事例や、専門相談機関の紹介等の情報提供を
行っている。

事業場への個別訪問支援の実施や、ポータルサイト
を通じた情報提供により、職場のメンタルヘルス対策
の促進が図られると考えられるが、各事業場において
専門スタッフが確保され、自立的な取組が行われるに
は、一定程度の期間がかかると考えられる。

なお、「新成長戦略」において、２０２０年までの目標
として「メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場
の割合１００％」としている。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（1）職場に
おけるメンタ
ルヘルス対
策の推進

厚生労働省 精神障害等の労災補償の在り方に関する
検討

業務上のストレスにより精神障害にり患し
た労働者に対する労災認定の迅速化を図
るため、労災認定の基準を見直す。

（平成23年度実施予定）
精神障害の労災請求件数は、判断指針が策定さ

れる直前の平成１０年度には４２件であったもの
が、平成２２年度には１，１８１件に達するとともに、
今後も増加が見込まれている。

このような状況の下で、精神障害の事案の審査
には平均して約８．６か月（平成２２年度）の期間を
要し、また、その審査に当たり多くの事務量が費や
されている。

一方、厚生労働省の自殺・うつ病等への対策（平
成２２年５月プロジェクトチーム報告書）でも精神障
害事案に対する労災手続の迅速化に言及されてい
る等、労災請求に対する審査の迅速化が不可欠と
なっていることから、審査の迅速化や効率化を図る
ための労災認定の在り方に関して検討を実施。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（2）地域に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

厚生労働省 ○自殺予防総合対策センターにおいて、
「自殺総合対策企画研修」等で、自治体、
精神保健福祉センター、保健所等の相談
員に対する研修を行い、地域における心
の健康づくりの推進を強化。

○自殺予防総合対策センターにおいて、
「自殺総合対策企画研修」等で、地域にお
ける心の健康づくりの推進を強化予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（2）地域に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

厚生労働省 ○関係機関相互間における連携体制の構
築を図り、円滑な連携を図ることを目的と
して、「自殺対策ネットワーク協議会」を開
催し、関係機関における連携体制を推進。

○「自殺対策ネットワーク協議会」を開催
し、関係機関における連携体制を推進予
定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（1）精神科
医をサポー
トする人材
の養成など
精神科医療
体制の充実

厚生労働省 ○自殺予防総合対策センターにおいて、
精神科医療機関等で働く心理職を対象に
「心理職自殺予防研修」を実施。

○自殺予防総合対策センターにおいて、
精神科医療機関等で働く心理職を対象に
「心理職自殺予防研修」を実施予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（2）うつ病の
受診率の向
上

厚生労働省 ○かかりつけ医等が適切にうつ病を判断
し、速やかに専門医療につなげられるよう
に、精神科を専門としない医師を対象とし
た「かかりつけ医心の健康対応力向上研
修」を実施。

○かかりつけ医等が適切にうつ病を判断
し、速やかに専門医療につなげられるよう
に、精神科を専門としない医師を対象とし
た「かかりつけ医心の健康対応力向上研
修」を実施予定。

うつ病は、精神症状以外に身体症状が出ることも
多く、内科等のかかりつけの医師を初めに受診す
ることが多い。また、思春期精神疾患については小
児科等のかかりつけの医師を受診することが多
い。

これらの理由により、日頃より受診するかかりつ
けの医師に対し、適切なうつ病等精神疾患に関す
る診療の知識・技術及び精神科等の専門の医師と
の連携方法、家族からの話や悩みを聞く姿勢等を
修得させるための研修を実施することにより、各地
域において、うつ病等精神疾患の早期発見・早期
治療による一層の自殺対策の推進を図ることを目
的とする。

事業計画において事業内容、経費の支出予
定等を確認のうえ交付決定を行い、事業終了
後の実績報告により最終確認を行っており、余
剰金があった場合には返還の措置を講じてい
る。今後も予算の執行状況等を踏まえつつ、施
策の推進に必要な予算の確保を行う。

－ －

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（1）精神科
医をサポー
トする人材
の養成など
精神科医療
体制の充実

厚生労働省 精神障害者アウトリーチ推進事業費

精神疾患が疑われるが未治療の者、治療
を中断している重症の患者などに対し、ア
ウトリーチ（訪問支援）により、医療・保健・
福祉サービスを包括的に提供し、丁寧な
支援を行うため、多職種チームによる訪問
活動やこれらに従事する者への研修等を
行う。

（平成23年度実施予定）
受療中断者や自らの意思では受診できない等の

理由により、日常生活上の危機が生じている精神
障害者に対し、一定期間、医療及び福祉の包括的
な支援を行うことを目的とする。

民間精神科病院等に医師、看護師、精神保健福
祉士、相談支援専門員等の多職種から構成される
チームを配置し、できるだけ入院をせずに地域生
活の継続が可能となるための支援を行うもの。

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（1）精神科
医をサポー
トする人材
の養成など
精神科医療
体制の充実

厚生労働省 認知行動療法研修事業費

認知行動療法の普及を図るため、主に精
神医療において専門的にうつ病患者の治
療に携わる者に対して研修を行う。

（平成23年度実施予定）
うつ病治療において、認知行動療法を薬物療法

と併せて実施することによって自殺のリスクを下げ
ることが知られており、認知行動療法を普及させる
ことは自殺対策としての有用性が高いと考えられ
る。そのため、主に精神医療において専門的にうつ
病患者の治療に携わる者に対し、その普及を図る
ための研修を行う。
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

493,976 4(1)
再掲

0 － 456,005 4（1）
再掲

独立行政
法人労働
者健康福
祉機構

委託費 456005 4（1）
再掲

－ －

－ － － － － － 49,064 － 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

90,513 3（1）
再掲

0 － 25,103 3（1）
再掲

都道府県・
指定都市

補助 25,103 3（1）
再掲

91,344 3（1）
再掲

0 －

－ － － － － － 701,025 － 0 －

－ － － － － － 97,104 － 0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

厚生労働省 精神障害の正しい理解のための普及啓発
事業費

国民全体のうつ病等に対する正しい理解
を深めることおよびうつ病にかかりやすい
職域、介護、産後・更年期におけるハイリ
スク群並びその周囲にいる人に対して、効
果的なメッセージを伝達することにより、う
つ病の早期発見・早期治療を実現するとと
もに、うつ病をきっかけとした他の精神疾
患や精神障害者に関する正しい理解のた
めの知識の向上を図る。

精神障害の正しい理解のための普及啓発
事業費

国民全体のうつ病等に対する正しい理解
を深めることおよびうつ病にかかりやすい
職域、介護、産後・更年期におけるハイリ
スク群並びその周囲にいる人に対して、効
果的なメッセージを伝達することにより、う
つ病の早期発見・早期治療を実現するとと
もに、うつ病をきっかけとした他の精神疾
患や精神障害者に関する正しい理解のた
めの知識の向上を図る。

国民全体のうつ病等に対する正しい理解を深め
ることおよびうつ病にかかりやすい職域、介護、産
後・更年期におけるハイリスク群並びその周囲にい
る人に対して、効果的なメッセージを伝達すること
により、うつ病の早期発見・早期治療を実現すると
ともに、うつ病をきっかけとした他の精神疾患や精
神障害者に関する正しい理解のための知識の向
上を図ることを目的とする。

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（4）子どもの
心の診療体
制の整備の
推進

厚生労働省 ○様々な子どもの心の問題、児童虐待や
発達障害に対応するため、都道府県域に
おける拠点病院を中核とし、各医療機関
や保健福祉機関等と連携した支援体制の
構築を図るための事業を平成20年度より
３ヶ年のモデル事業として実施。

○様々な子どもの心の問題、児童虐待や
発達障害に対応するため、都道府県域に
おける拠点病院を中核とし、各医療機関
や保健福祉機関等と連携した支援体制の
構築を図るための事業を実施する予定。

近年の少子化、核家族化、女性の社会進出等に
伴い、子どもが健やかに生まれ育つための環境づ
くりの推進を図ることは重要な課題であり、その中
心的役割を担う母子保健医療対策の充実強化が
求められている。

母子保健医療対策等総合支援事業は、このよう
な課題に対応し、次世代育成支援対策の推進等に
必要な総合的な施策を実施するものである。

母子保健医療対策等総合支援事業のうちの一事
業として、左記事業を実施している。

妊産婦死亡率（出産10万対）（目標値：前年以
下）
22年度：集計中（21年度：4.8）

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（5）うつ病ス
クリーニング
の実施

厚生労働省 ○市町村において介護予防事業の中で基
本チェックリストを用いて高齢者のうつ病
に関するスクリーニングを実施。

○市町村において介護予防事業の中で基
本チェックリストを用いて高齢者のうつ病
に関するスクリーニングを実施予定。

二次予防事業の対象者を決定することを目的とし
て、次の取組を実施。
①二次予防事業の対象者に関する情報の収集（基
本チェックリストの配布・回収、他部局から情報提
供等）
②二次予防事業の対象者の決定等
③二次予防事業の対象者として取り扱う期間
（個々の状態等を勘案して市町村が設定する期間
とする。）

現在「平成22年度介護予防事業報告」を厚生労
働省ＨＰにて公表。

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（5）うつ病ス
クリーニング
の実施

厚生労働省 自殺予防総合対策センター経費
【独立行政法人国立精神･神経医療研究
センター運営費交付金の内数】

自殺対策に関わっている関係省庁、地方
自治体、関係機関・団体、NPO等民間団
体との事例検討、連絡・調整等を行う。

自殺予防総合対策センター経費
【独立行政法人国立精神･神経医療研究
センター運営費交付金の内数】

自殺対策に関わっている関係省庁、地方
自治体、関係機関・団体、NPO等民間団
体との事例検討、連絡・調整等を行う。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（6） うつ病
以外の精神
疾患等によ
るハイリスク
者対策の推
進

厚生労働省 ○自殺予防総合対策センターにおいて、
自殺のハイリスク者の支援についての先
駆的・試行的取組を、研修プログラムの中
で積極的に紹介し、「自殺予防のための自
傷行為とパーソナリティ障害の理解と対応
研修」「精神科医療従事者自殺予防研修」
を実施。

○自殺予防総合対策センターにおいて、
「自殺予防のための自傷行為とパーソナリ
ティ障害の理解と対応研修」「精神科医療
従事者自殺予防研修」を実施予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（6） うつ病
以外の精神
疾患等によ
るハイリスク
者対策の推
進

厚生労働省 精神科救急医療体制整備事業費

急性期患者への適切な医療体制を更に充
実させるため、地域の実情に応じた精神
科救急医療体制の整備を進めるとともに、
自殺未遂者等の精神･身体合併症患者の
救急搬送受入体制を強化する。

精神科救急医療体制整備事業費

急性期患者への適切な医療体制を更に充
実させるため、地域の実情に応じた精神
科救急医療体制の整備を進めるとともに、
自殺未遂者等の精神･身体合併症患者の
救急搬送受入体制を強化する。

精神科救急医療体制整備事業は、緊急な医療を
必要とする全ての精神障害者等が、迅速かつ適正
な医療を受けられるように、都道府県又は指定都
市が、精神科救急医療体制を確保することを目的
とする。

そのために、都道府県等は、精神医療相談、精
神科救急情報センター、搬送体制、精神科救急医
療、身体合併症救急医療等を地域で確保できるよ
うに本事業を用いて整備を行うものとする。なお体
制整備に当たっては、精神科救急医療体制連絡調
整委員会の意見を聞くこと等により、地域の実情に
十分配慮するものとする。

○成果目標及び成果実績（アウトカム）
統合失調症の入院患者数（達成度は平成11

年を基準とした減少目標の達成率）：3年毎に調
査のため、22年度はなし。

○活動指標及び活動実績（アウトプット）
精神保健福祉センター特定相談等事業の実

施都道府県・指定都市数：64 ○

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（6） うつ病
以外の精神
疾患等によ
るハイリスク
者対策の推
進

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金
「障害者対策総合研究事業費」の内数

「自殺のハイリスク者の実態解明及び自殺
予防に関する研究」や「薬物乱用・依存等
の実態把握と再乱用防止・社会復帰等に
関する研究」を実施する。

厚生労働科学研究費補助金
「障害者対策総合研究事業費」の内数

「自殺のハイリスク者の実態解明及び自殺
予防に関する研究」や「薬物乱用・依存等
の実態把握と再乱用防止・社会復帰等に
関する研究」を実施する。

障害保健福祉施策においては、障害者がその障
害種別にかかわらず、地域で自立して生活できる
ことを目的として、総合的な支援が推進されてい
る。

障害全般に関するリハビリテーション等の適切な
支援、障害の正しい理解と社会参加の促進方策、
地域において居宅・施設サービス等をきめ細かく提
供できる体制づくり等、障害者の総合的な保健福
祉施策に関する研究開発を行うと共に、これらの障
害を招く精神疾患、神経・筋疾患、感覚器疾患等に
ついての病因・病態の解明、効果的な予防、診断、
治療法等の研究・開発を推進。

例えば、障害者自立支援機器の一つであるブ
レイン・マシン・インターフェースについて平成24
年度の目標である「BMIにより障害者の自立を
支援するための技術体系の作成」に向けて着
実な成果が得られる等、多くの成果をあげてい
る。

障害関連研究については、平成22年度より、
管理体制・管理資源が分散していた障害・疾患
に関する３分野（障害保健福祉総合研究、感覚
器障害研究、こころの健康科学研究）を一元化
し、幅広い研究課題に対する効果的な研究企
画・進捗管理を行っている。

今後も引き続き、研究ニーズの一層の明確化
を図るとともに、本事業の継続的な充実が必要
である。

○

○「地域依存症対策推進モデル事業」、
「依存症回復施設職員研修事業」を実施
予定。

○「地域依存症対策推進モデル事業」
薬物、アルコールを中心とした各種依存症対策に

ついては、公的機関における相談・指導や知識の
普及、急性中毒や離脱症状に対する医療の提供、
障害者自立支援法に基づいた各種サービスの提
供等による支援を行っているところであるが、依存
症そのものの回復に向けての取組については、不
十分である現状を踏まえ、薬物・アルコール等依存
症対策の先進的な取組を行う地域を選定し、それ
ぞれの地域の実情に即した事業を実施するととも
に、その効果を検証することにより、地域における
効果的な薬物・アルコール等依存症対策を推進し、
もって薬物、アルコールを中心とした各種依存症患
者及びその家族等に対する支援の充実を図ること
を目的とする。

○「依存症回復施設職員研修事業」
依存症回復施設の質の向上や依存症への対応

力を一層強化するため、依存症回復施設職員に対
して、医学的知識や利用者への対応方法、利用可
能な社会資源に関する知識の向上等を図ることを
目的とする。

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（6） うつ病
以外の精神
疾患等によ
るハイリスク
者対策の推
進

厚生労働省 ○アルコール依存症や薬物依存症の自助
団体の活動の支援、及び自助団体を含む
関係機関による依存症対策に係る地域連
携体制の構築と効果的な依存症対策の開
発・実施を目的とした、「地域依存症対策
推進モデル事業」を実施し、また、自助団
体の活動を支援する観点から、「依存症回
復施設職員研修事業」を開始。
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度決算額
備考

平成22年度予算額 平成23年度予算額

81,493 2（3）
再掲

0 － 43,050 2（3）
再掲

民間事業
者

委託 43,050 2（3）
再掲

62,894 2（3）
再掲

0 －

8,092,738 （内数） 0 － 7,647,305 （内数） 都道府県 補助 7,647,305 （内数） 9,870,742 （内数） 0 －

0 － 64,118,471 第一次
補正（内
数）

61,306,673 （内数） 市町村（特
別区、一
部事務組
合、広域
連合等を
含む。）

交付 不明 － 62,118,471 （内数） 0

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

83,790 － 0 － 17,421 － 都道府県・
指定都市

補助 17,421 － 65,472 － 0 －

5,033 (内数) 0 － 3,848 (内数) 民間団体 補助 3,848 － 3,925 － 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

2,296,703 － 0 － 1,534,370 － 都道府県・
指定都市

補助 1,534,370 － 1,802,417 － 0 －

2,055,217 （内数） 0 － 2,026,813 （内数） 研究代表
者

補助 2,026,813 （内数） 1,709,283 （内数） 0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（3）失業者
等に対する
相談窓口の
充実等

厚生労働省 ○失業者に対して、ハローワーク等の窓
口においてきめ細やかな職業相談など、
早期再就職のための各種支援を実施し、
特に心理的不安などから、主体的に的確
かつ現実的な求職活動を行うことができな
い求職者等に対応。

○失業者に対して、ハローワーク等の窓
口においてきめ細やかな職業相談など、
早期再就職のための各種支援を実施し、
特に心理的不安などから、主体的に的確
かつ現実的な求職活動を行うことができな
い求職者等に対応。

失業者に対して、ハローワーク等の窓口におい
て、早期再就職のための各種支援を実施し、特に
主体的に的確かつ現実的な求職活動を行うことが
できない求職者等に対応する。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（3）失業者
等に対する
相談窓口の
充実等

厚生労働省 ○ニート等の若者に対する地域の支援拠
点である地域若者サポートステーションの
設置拠点を拡充（92か所→100か所）する
とともに、高校中退者等を対象とした訪問
支援による学校教育からの円滑な誘導、
学力を含む基礎力向上に向けた継続的支
援に取り組むなど、ニート等の若者の職業
的自立支援を強化。

学校卒業、中途退学後又は離職後、一定期間無
業の状態にある者の職業的自立を支援するために
は、社会人、職業人としての基本的な能力等の養
成だけに留まらず、職業意識の啓発や社会適応支
援を含む包括的な支援が必要であり、こうした支援
は、各人の置かれた状況に応じて、個別的に行うこ
とや、一度限りの支援に留まらず、継続的に行うこ
とが必要となっている。

このため、各地域において、地方自治体の主導
により、関係機関が若者自立支援のためのネット
ワークを構築し、これを活用した若者の職業的自立
支援の取組を促進していくことが必要となってい
る。

各地域におけるこのような取組を促進するため、
本事業を実施する。

○ 地域若者サポートステーション事業について
・ より多くのニート等の若者に支援を提供でき
るよう、平成21年度には、設置拠点を拡充し、
延べ来所者数、就職等進路決定者の割合等に
ついても、着実に実績を伸ばしており、ニート等
の若者の職業的自立に一定の成果があったも
のと評価できる。
・ 本事業は、ニート等の若者の地域における自
立支援の拠点として地方自治体からのニーズも
高いものとなっている。
→ 一方で、支援が行き届かない地域も存在し
ている。
→ また、高校中退者等についてはニート状態
に陥る恐れがあることから、22年度より訪問支
援（アウトリーチ）による学校教育からの円滑な
誘導、学び直しを含む継続的支援の取組を開
始したところ。
→ 新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）に
掲げられた「地域若者サポートステーション事業
によるニートの進路決定者数10万人」の目標達
成に資するよう、より多くのニートに支援を行き
届かせる観点から、設置拠点の拡充と訪問支
援（アウトリーチ）による能動的支援の強化を図
ることが今後の課題。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（3）失業者
等に対する
相談窓口の
充実等

厚生労働省 ○ホームレス等の生活困窮者のかかえる
メンタルヘルスの問題、自殺関連行動へ
の注意喚起を図るシンポジウムの開催
（自殺予防総合対策センター）。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（3）失業者
等に対する
相談窓口の
充実等

厚生労働省 ○ハローワークの住居・生活支援アドバイ
ザーが住居・生活にお困りの求職者に対
して総合相談を行い、心の健康や多重債
務等の関係機関への誘導。

住居や生活に困窮する求職者の方等に対し、ハ
ローワークにおいて恒常的にワンストップの総合相
談等を行えるよう、全国の主要なハローワークに
「住居・生活支援アドバイザー」を配置し、第二の
セーフティネット支援施策及び関連支援施策に関す
る総合相談及び実施機関への誘導を行う。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（3）失業者
等に対する
相談窓口の
充実等

厚生労働省 就職支援アドバイザー事業

ハローワークに「就職支援アドバイザー」を
配置し、心理的不安などから、主体的に的
確かつ現実的な求職活動を行うことができ
ない者に対しては、早期にキャリア・コンサ
ルティングの技法等を活用しながら、きめ
細やかな相談を行うことにより、求職活動
上の課題の解決を図り、長期失業者に至
ることのないよう支援する。

心理的不安などから、主体的に的確かつ現実的
な求職活動を行うことができない求職者に対して、
早期にキャリア・コンサルティング技法等を活用し
ながら、きめ細やかに相談を行うことにより、求職
活動上の課題の解決を図り、長期失業に至ること
のないよう支援を行う。 なお、本事業は平成22年
度をもって廃止とし,就職支援ナビゲーター（早期就
職支援分）による就職支援プログラムに統合した。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（3）失業者
等に対する
相談窓口の
充実等

厚生労働省 失業者向け生活関連情報提供サービス事
業

ハローワークインターネットサービスにお
いて、失業に伴う公的保険等の変更手続
等失業に直面した際に生ずる様々な生活
上の問題に関連する情報提供を実施して
いる。また、全国のハローワークの求職者
を対象に、ストレスチェックシートの作成・
配布、心の悩み・不安等の相談に対し、専
門家によるメール相談の体制整備等を実
施する。

失業者向け生活関連情報提供サービス事
業

ハローワークインターネットサービスにお
いて、失業に伴う公的保険等の変更手続
等失業に直面した際に生ずる様々な生活
上の問題に関連する情報提供を実施して
いる。また、全国のハローワークの求職者
を対象に、ストレスチェックシートの作成・
配布、心の悩み・不安等の相談に対し、専
門家によるメール相談の体制整備等を実
施する。

失業給付受給者等に対する早期再就職の促進を
図るため、①求人確保体制の強化（個別求人開拓
の実施）、②失業等給付受給者に対する就職支援
セミナーの集中的実施、③求職者のストレスチェッ
ク及びメール相談の実施、④職務経歴書の書き方
の説明書等作成による長期失業防止策、を実施す
る。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（3）失業者
等に対する
相談窓口の
充実等

厚生労働省 非正規労働者総合支援事業（専門家によ
る生活相談）

非正規労働者総合支援センター（キャリア
アップハローワーク）及び非正規労働者総
合支援コーナー(キャリアアップコーナー）
において、臨床心理士、ケースワーカー及
び社会保険労務士等の専門家による心理
相談や生活支援制度、各種公的保険制度
等に関する専門的な相談を定期的に実施
する。

非正規労働者総合支援事業（専門家によ
る生活相談）

非正規労働者総合支援センター（キャリア
アップハローワーク）及び非正規労働者総
合支援コーナー(キャリアアップコーナー）
に加え、全国の主要なハローワークにお
いて、臨床心理士等の専門家による心理
相談や生活支援制度、各種公的保険制度
等に関する専門的な相談を定期的に実施
する。

非正規労働者は、能力・経験や求職活動のノウ
ハウ不足等から、安定した職業に移行できない状
況にあることから、安定した職業に就くことを希望
する非正規労働者のニーズや能力に応じて、様々
な支援をワンストップで提供し、非正規労働者の就
労促進を図る。

５ 適切な
精神科医
療を受け
られるよう
にする取
組

（7）慢性疾
患患者等に
対する支援

厚生労働省 ○看護師に対し、慢性疾患等の患者に適
切に対応できるような専門領域における
実務的な知識・技術の向上を図るための
研修を都道府県等において実施。

○看護師に対し、慢性疾患等の患者に適
切に対応できるような専門領域における
実務的な知識・技術の向上を図るための
研修を都道府県等において実施予定。

○看護職員専門分野研修
・特定の専門分野において、熟練した看護技術と
知識を用いた、水準の高い看護を実践できる認定
看護師の育成を促進することを目的とする。
・認定看護師を対象とした従来よりも幅広い業務を
行うために必要な研修を実施し、チーム医療を推
進することを目的とする。

○中堅看護職員実務研修
・看護職員の専門性の向上及び医療事故の防止
等今日的課題への対応を図るため、実務経験がお
おむね５年以上の看護職員を対象として研修を実
施し、看護職員の資質の向上を図る。
・二大死因であるがん及び心筋梗塞、要介護状態
の大きな原因となる脳卒中、認知症及び骨折につ
いては、看護が患者の予後に大きく影響することか
ら、先端的化学研究の知見を臨床看護に応用し、
専門的な看護ケアを提供するため、看護職員を対
象とした研修を実施し、看護職員の資質の向上を
図る。

○専門分野（がん・糖尿病）における質の高い看護
師育成事業
・がん及び糖尿病の患者に対する看護ケアの充実
のため、臨床実践能力の高い看護師の育成強化
を推進するための実務研修を実施し、看護職員の
資質向上を図る。

○看護職員専門分野研修
・認定看護師認定者数（１２月末日現在）：

7,364
・研修受講者数：510

○中堅看護職員実務研修
・看護職員の質の向上が成果目標であり、これ
は定量的な実績として示せるものではない。都
道府県から事業採択にかかる情報収集に努
め、原因分析を行うとともに、質の向上に努め
ていく。
・研修受講者数：3,256
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

368,769 （内数） 都道府県 補助 368,769 （内数） 196,866 － 0 －

30,870 － 民間団体 補助 30,870 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

1,849,860 － 0 － 1,817,795 － 民間団体
等

委託 0 － － －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） － －

－ － － － － － 1,307,736 － 220,736 第一次
補正

582,004 － 0 － 567,219 － － － 0 － － －

13,706 － 0 － 13,277 － 民間団体 委託費 13,277 － 19,700 － 0 －

3,378,302 （内数） 0 － 2,358,432 （内数） － － 0 － 3,118,702 （内数） 0 －

306,237 － 0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（3）失業者
等に対する
相談窓口の
充実等

厚生労働省 地域若者サポートステーション事業

地域若者サポートステーション事業につい
て、NPO等を活用し、その設置拠点を拡充
（100か所→110か所）するとともに、アウト
リーチ（訪問支援）による支援窓口への誘
導体制を整備し、ニート等の縮減を図る。

学校卒業、中途退学後又は離職後、一定期間無
業の状態にある者の職業的自立を支援するために
は、社会人、職業人としての基本的な能力等の養
成だけに留まらず、職業意識の啓発や社会適応支
援を含む包括的な支援が必要であり、こうした支援
は、各人の置かれた状況に応じて、個別的に行うこ
とや、一度限りの支援に留まらず、継続的に行うこ
とが必要となっている。

このため、各地域において、地方自治体の主導
により、関係機関が若者自立支援のためのネット
ワークを構築し、これを活用した若者の職業的自立
支援の取組を促進していくことが必要となってい
る。

各地域におけるこのような取組を促進するため、
本事業を実施する。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（6）危険な
場所、薬品
等の規制等

厚生労働省 ○毒薬及び劇薬について
平成22年度医薬品等一斉監視指導にお

いて、各自治体を通じて、医薬品販売業者
等における毒薬及び劇薬の取扱について
確認、指導を実施。

○毒薬及び劇薬について
平成23年度医薬品等一斉監視指導にお

いて、各自治体を通じて、医薬品販売業者
等における毒薬及び劇薬の取扱について
確認、指導を実施予定。

毒薬及び劇薬については、薬事法（昭和３５年法律
第１４５号）第４４条から同法第４８条までの規定等
を参照のうえ、適切な保管管理等の徹底がなされ
るよう留意。

国家検定・国家検査については、法定事項に
基づく検査とそれに付随する必要経費であり、
見直しは難しいものと考えるが、送付方法の効
率化などについて検討したい。一斉取締につい
ては、検査対象品目の選定や立入調査目標値
の設定において、さらに効率的かつ効果的な設
定をしたい。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（6）危険な
場所、薬品
等の規制等

厚生労働省 ○毒物及び劇物について
自治体及び事業者団体を通じ、一般消

費者に対する販売を自粛するよう従来より
事業者に要請しており、必要に応じて通知
による周知を行う等、引き続き不適切な使
用に繋がる流通の防止を図った。

○毒物及び劇物について
自治体及び事業者団体を通じ、一般消

費者に対する販売を自粛するよう従来より
事業者に要請しており、必要に応じて通知
による周知を行う等、引き続き不適切な使
用に繋がる流通の防止を図る。

毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）に
基づき、同法で定められた毒物及び劇物の取締り
及び安全対策等を所掌業務として実施。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（9）介護者
への支援の
充実

厚生労働省 ○地域包括支援センターに携わる職員等
を対象にした研修を実施。

○地域包括支援センターに携わる職員等
を対象にした研修を実施予定。

地域包括ケアの考え方を踏まえたセンターの一
体的な運営や地域のネットワーク構築を担う中心と
なる職員を重点的に育成するため、センター全体を
マネジメントするセンター長やリーダー的な役割を
担う経験豊富な職員を対象として、センター内の中
心的な役割をもつ職員を育成し、センター内での指
導や地域で行われる研修における講師として活動
すること等により、効率的・効果的な事業展開を図
る。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（9）介護者
への支援の
充実

厚生労働省 高齢者権利擁護等推進事業費

地域包括支援センターを中心とした権利
擁護事業（養護者による虐待防止を含む）
や介護サービス従事者による虐待防止等
の取組みを推進するため、介護施設・サー
ビス事業従事者に対して研修等を実施す
るとともに、権利擁護に関する専門的相
談・支援体制を構築する。

高齢者権利擁護等推進事業費

地域包括支援センターを中心とした権利
擁護事業（養護者による虐待防止を含む）
や介護サービス従事者による虐待防止等
の取組みを推進するため、介護施設・サー
ビス事業従事者に対して研修等を実施す
るとともに、権利擁護に関する専門的相
談・支援体制を構築する。

介護保険法の改正や「高齢者虐待の防止、高齢
者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成
17年11月９日法律第124号）の施行に伴い、「高齢
者の尊厳の保持」の視点に立って、虐待防止など
の高齢者の権利擁護のための取組を推進すること
が重要である。

こうした観点から、介護施設従事者に対する研修
を実施し、身体拘束の廃止に向けた取組など介護
現場での権利擁護のための取組を支援するととも
に、各都道府県が地域の実情に応じた専門的な相
談体制等を整備するなど、各都道府県における高
齢者の権利擁護のための取組を推進することを目
的とするもの。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（11）報道機
関に対する
世界保健機
関の手引き
の周知

厚生労働省 ○自殺予防総合対策センターにおいて、
自殺や精神疾患について適切な報道がな
されるよう、メディア従事者を対象としたメ
ディアカンファレンスを実施。

○自殺予防総合対策センターにおいて、メ
ディア従事者を対象としたメディアカンファ
レンスを実施予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

７ 自殺未
遂者の再
度の自殺
を防ぐ取
組

（1）救急医
療施設にお
ける精神科
医による診
療体制等の
充実

厚生労働省 ○「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」
を基にして、救急医療の従事者を対象に、
「自殺未遂者ケア研修」を開催。

○「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」
を基にして、「自殺未遂者ケア研修」を開
催予定。

これまで自殺未遂者及び自死遺族への支援は民
間団体の献身的な努力によって支えられてきた
が、平成20年３月に取りまとめられた「自殺未遂
者・自殺者親族等のケアに関する検討会」報告書
に基づき平成20年度に作成されたガイドラインを踏
まえ実施するものであり、専門職をはじめとする多
くの関係者の知識及び技術の普及を目的とする。

○成果目標及び成果実績（アウトカム）
自殺者数の減少（数値目標は記載困難）

○活動指標及び活動実績（アウトプット）
自殺未遂者ケア研修４回、自死遺族ケアシンポ
ジウム１回

－ －

７ 自殺未
遂者の再
度の自殺
を防ぐ取
組

（1）救急医
療施設にお
ける精神科
医による診
療体制等の
充実

厚生労働省 精神科救急医療体制整備事業費

急性期患者への適切な医療体制を更に充
実させるため、地域の実情に応じた精神
科救急医療体制の整備を進めるとともに、
自殺未遂者等の精神･身体合併症患者の
救急搬送受入体制を強化する。

精神科救急医療体制整備事業費

急性期患者への適切な医療体制を更に充
実させるため、地域の実情に応じた精神
科救急医療体制の整備を進めるとともに、
自殺未遂者等の精神･身体合併症患者の
救急搬送受入体制を強化する。

精神科救急医療体制整備事業は、緊急な医療を
必要とする全ての精神障害者等が、迅速かつ適正
な医療を受けられるように、都道府県又は指定都
市が、精神科救急医療体制を確保することを目的
とする。

そのために、都道府県等は、精神医療相談、精
神科救急情報センター、搬送体制、精神科救急医
療、身体合併症救急医療等を地域で確保できるよ
うに本事業を用いて整備を行うものとする。なお体
制整備に当たっては、精神科救急医療体制連絡調
整委員会の意見を聞くこと等により、地域の実情に
十分配慮するものとする。

○成果目標及び成果実績（アウトカム）
統合失調症の入院患者数（達成度は平成11

年を基準とした減少目標の達成率）：3年毎に調
査のため、22年度はなし。

○活動指標及び活動実績（アウトプット）
精神保健福祉センター特定相談等事業の実

施都道府県・指定都市数：64
－ －

７ 自殺未
遂者の再
度の自殺
を防ぐ取
組

（1）救急医
療施設にお
ける精神科
医による診
療体制等の
充実

厚生労働省 医療提供体制推進事業費補助金

重傷及び複数の診療科領域（精神科を含
む）にわたるすべての重篤な救急患者を２
４時間体制で受け入れる救命救急セン
ターの整備を図る。【H18から統合補助金】

医療提供体制推進事業費補助金

重傷及び複数の診療科領域（精神科を含
む）にわたるすべての重篤な救急患者を２
４時間体制で受け入れる救命救急セン
ターの整備を図る。【H18から統合補助金】

救命救急センターの補助として都道府県が救命
救急センターを整備し、休日夜間急患センター、在
宅当番医制等の初期救急医療施設、病院群輪番
制等の第二次救急医療施設及び救急患者の搬送
機関との円滑な連携体制のもとに、重篤救急患者
の医療を確保することを目的とする。

７ 自殺未
遂者の再
度の自殺
を防ぐ取
組

（2）家族等
の身近な人
の見守りに
対する支援

厚生労働省 ○「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」
の普及により、自殺未遂者へのケア対策
を推進。

○「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」
の普及により、自殺未遂者へのケア対策
を推進予定。

これまで自殺未遂者及び自死遺族への支援は民
間団体の献身的な努力によって支えられてきた
が、平成20年３月に取りまとめられた「自殺未遂
者・自殺者親族等のケアに関する検討会」報告書
に基づき平成20年度に作成されたガイドラインを踏
まえ実施するものであり、専門職をはじめとする多
くの関係者の知識及び技術の普及を目的とする。

○成果目標及び成果実績（アウトカム）
自殺者数の減少（数値目標は記載困難）

○活動指標及び活動実績（アウトプット）
自殺未遂者ケア研修４回、自死遺族ケアシンポ
ジウム１回 － －
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

－ － － － － － 1,951,515 － 0 －

47,063 （内数） 0 － 35,712 （内数） 都道府県 委託 35,712 （内数） 42,619 （内数） 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

99,899 （内数） 0 － 80,833 (内数） 民間団体 委託 80,833 (内数） 93,489 （内数） 0 －

314,815 （内数） 262,428 第1次補
正（内
数）

194,539 （内数） 都道府県 補助 194,539 （内数） 158,211 （内数） 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

18,456 3（9）
再掲

0 － 9,435 3（9）
再掲

民間事業
者

委託 9,435 3（9）
再掲

17,164 3（9）
再掲

0 －

2,296,703 5（6）
再掲

0 － 1,534,370 5（6）
再掲

都道府県・
指定都市

補助 1,534,370 5（6）
再掲

1,802,417 5（6）
再掲

0 －

30,602,739 （内数） 0 － 27,775,976 （内数） 都道府県 補助 27,775,976 （内数） 25,939,205 （内数） 0 －

18,456 3（9）
再掲

0 － 9,435 3（9）
再掲

民間事業
者

委託 9,435 3（9）
再掲

17,164 3（9）
再掲

0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

７ 自殺未
遂者の再
度の自殺
を防ぐ取
組

（2）家族等
の身近な人
の見守りに
対する支援

厚生労働省 自殺予防総合対策センター経費
【独立行政法人国立精神･神経医療研究
センター運営費交付金の内数】

自殺予防総合対策センターにおいて、公
的機関や民間団体で日夜相談業務に関
わっている相談員の資質向上のため、相
談技法に特化した専門的な研修を行う。

自殺予防総合対策センター経費
【独立行政法人国立精神･神経医療研究
センター運営費交付金の内数】

自殺予防総合対策センターにおいて、公
的機関や民間団体で日夜相談業務に関
わっている相談員の資質向上のため、相
談技法に特化した専門的な研修を行う。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

８ 遺され
た人の苦
痛を和ら
げる取組

（1）自殺者
の遺族のた
めの自助グ
ループの運
営支援

厚生労働省 ○自死遺族ケアに関するガイドラインの活
用をテーマとした自死遺族支援に関するシ
ンポジウムを開催。

○自死遺族ケアに関するガイドラインの活
用をテーマとした自死遺族支援に関するシ
ンポジウムを開催予定。

これまで自殺未遂者及び自死遺族への支援は民
間団体の献身的な努力によって支えられてきた
が、平成20年３月に取りまとめられた「自殺未遂
者・自殺者親族等のケアに関する検討会」報告書
に基づき平成20年度に作成されたガイドラインを踏
まえ実施するものであり、専門職をはじめとする多
くの関係者の知識及び技術の普及を目的とする。

○成果目標及び成果実績（アウトカム）
自殺者数の減少（数値目標は記載困難）

○活動指標及び活動実績（アウトプット）
自殺未遂者ケア研修４回、自死遺族ケアシンポ
ジウム１回

－ －

８ 遺され
た人の苦
痛を和ら
げる取組

（2）学校、職
場での事後
対応の促進

厚生労働省 労働者の健康の保持増進対策事業

職場での自殺予防及びその事後対応を取
りまとめた「職場における自殺予防と対
応」（自殺予防マニュアル）の普及啓発を
図るため、全国で研修を実施する。

労働者の健康の状況を見ると、職業性疾病は増
加傾向にあり、中でも腰痛の割合が年々増加して
いる状況にある。また、定期健康診断における有
所見率は年々増加し、平成２０年には５０％を超え
る状況となっており、有所見の内訳を見ると、血中
脂質、血圧等、脳・心臓疾患に関連する項目の有
所見率が比較的高くなっている。

これら腰痛の防止や、有所見率の改善を図るた
めには、「事業場における労働者の健康保持増進
のための指針」（平成19年11月30日 健康保持増
進のための指針公示第４号）に基づき、心身両面
にわたる健康づくりの取組を促進させることが必要
である。

このため、本事業においては、介護分野等、腰痛
による業務上疾病が多発している業種に対し、業
界団体と連携して腰痛予防のための取組を行うと
ともに、有所見率の高い業種、屋外型・屋内型等業
務の種類に着目し、これら業務の特性に応じた改
善指導を実施する。また、職業生活の各ステージ
におけるストレスの特徴を踏まえたストレス対処の
手法の検討等を行い、労働者の健康の確保を図る
ことを目的としている。

○

８ 遺され
た人の苦
痛を和ら
げる取組

（3）遺族の
ためのパン
フレットの作
成・配布の
促進

厚生労働省 ○地域の相談先や自助グループの連絡
先などを記載した、遺族のためのリーフ
レット等を作成、配布。

○地域の相談先や自助グループの連絡
先などを記載した、遺族のためのリーフ
レット等を作成、配布予定。

地域自殺対策緊急強化事業等を通じて地方公共
団体における遺族のためのパンフレット作成・配付
の促進を図るもの。 ○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（1）民間団
体の人材育
成に対する
支援

厚生労働省 ○自殺予防総合対策センターにおいて、
「自殺対策ネットワーク協議会」を開催し、
Webサイトを通じた情報提供や関係団体
等への情報発信を実施。

○自殺予防総合対策センターにおいて、
「自殺対策ネットワーク協議会」を開催し、
Webサイトを通じた情報提供や関係団体
等への情報発信を実施予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

－ －

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（1）民間団
体の人材育
成に対する
支援

厚生労働省 ○自殺対策に関連する学会等の学術成
果や経験を互いに紹介し、意見交換を行
う「自殺対策推進のための関連学会等の
意見交換会」を開催。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（2）地域に
おける連携
体制の確立

厚生労働省 ○自殺予防総合対策センターが中心とな
り、「都道府県・政令指定市における自殺
対策および自死遺族支援の取組状況に関
する調査」を行い、その結果を公表。

○自殺予防総合対策センターが中心とな
り、「都道府県・政令指定市における自殺
対策および自死遺族支援の取組状況に関
する調査」を実施予定。

国民の健康に重大な影響がある、がん・循環器
病等に対する高度先駆的な医療など、国の医療政
策として担うべき医療（政策医療）について臨床研
究、教育研修および情報発信などを行い、効率的
かつ効果的に政策医療の開発・確立および均てん
化を図ることを目標として実施。

○治験受入件数（製造販売後臨床試験を含む）
（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：1087件）

○発表論文数（掲載に専門家による審査が必
要となる国際的に評価される専門的科学雑誌
に掲載された科学論文）（目標値：前年度以上）
22年度：調査中（21年度：5171）

○ホームページアクセス件数（目標値：前年度
以上）
22年度：調査中（21年度：55698319）

○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（2）地域に
おける連携
体制の確立

厚生労働省 地域自殺予防情報センター運営事業費

都道府県・指定都市に「地域自殺予防情
報センター」を設置し、「自殺対策調整員」
及び「自殺対策専門相談員」を配置するこ
とにより関係機関の連携の強化、自殺対
策に関する人材の育成を行い支援体制の
整備を実施する。

地域自殺予防情報センター運営事業費

都道府県・指定都市に「地域自殺予防情
報センター」を設置し、「自殺対策調整員」
及び「自殺対策専門相談員」を配置するこ
とにより関係機関の連携の強化、自殺対
策に関する人材の育成を行い支援体制の
整備を実施する。

都道府県及び指定都市が地域自殺予防情報セ
ンターを設置し、保健・福祉・医療・労働・教育・警
察等関係機関と連携を図りながら、自殺を考えてい
る者、自殺未遂者及び自殺者の親族等からの相談
に応じ、適切な助言を行うとともに、地域自殺対策
関係者に対し研修等を行うことにより、地域におけ
る自殺対策の総合的な支援体制の整備を推進し、
もって自殺を考えている者、自殺未遂者及び自殺
者の親族等に対する支援の充実を図ることを目的
とする。

○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（2）地域に
おける連携
体制の確立

厚生労働省 地域・職域連携推進事業経費（自殺対策
分）

都道府県・保健所設置市・特別区の既存
事業である地域職域連携推進協議会に新
たに自殺・うつ病等に対応する構成員の
増員を行い地域の実情に応じたメンタル
ヘルス対策の推進を図る。

近年、国民の生命・健康を脅かす主要な疾患と
なっている生活習慣病（がん、心臓病、脳卒中、糖
尿病等）を予防するためには、個々人の主体的な
健康づくりへの取組に加え、健康教育、健康相談、
健康診査等の保健事業による生涯を通じた健康管
理を支援するとともに、平成10年以来、自殺者が高
水準で推移している状況を踏まえ、地域の実情に
応じたメンタルヘルス対策の推進を図る必要があ
る。

このため、地域保健と職域保健の連携により、健
康づくりのための健康情報の共有のみならず、保
健事業を共同実施するとともに、保健事業の実施
に要する社会資源を相互に有効活用し、生涯を通
じた継続的な保健サービスの提供体制を整備する
ことを目的とする。
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

18,456 3（9）
再掲

0 － 9,435 3（9）
再掲

民間事業
者

委託 9,435 3（9）
再掲

17,164 3（9）
再掲

0 －

448,437 （内数） 0 － 324,962 （内数） 中央労働
災害防止
協会

委託費 324962 （内数） － －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） － －

4,595,334 （内数） 0 － 4,595,334 （内数） 独立行政
法人

運営費交
付金

4,595,334 （内数） 4,513,270 （内数） 0 －

130,325 － 0 － 28,101 － 都道府県・
指定都市

補助 28,101 － 132,330 － 0 －

－ － － － － － 2,869 － 0 －
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（3）民間団
体の電話相
談事業に対
する支援

厚生労働省 ○「自殺防止対策事業」で、相談員に対す
る研修、フリーダイヤル電話相談の実施
等の事業を行う複数の団体に対し、財政
的支援を実施。

○「自殺防止対策事業」で、複数の団体に
対し財政的支援を実施予定。

民間団体の相談活動などの取組は、多くの自殺
の危機にある人を援助しており、自殺防止対策を
進める上で不可欠であるが、こうした取組は、善意
の寄付、熱心なボランティア、企業の社会貢献事業
に支えられている状況にある。自殺防止対策事業
は、自殺対策基本法（平成18年法律第85号）にお
いて、民間団体の活動に対する支援が国及び地方
公共団体の責務として位置づけられていることを踏
まえ、自殺防止対策に取り組む民間団体に支援を
行うことにより、一層の自殺防止対策の推進を行う
ことを目的とする。

○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（4）民間団
体の先駆
的・試行的
取組に対す
る支援

厚生労働省 ○「自殺防止対策事業」で、先駆的・試行
的な自殺対策の取組を行う民間団体に財
政的支援を実施。

○「自殺防止対策事業」で、先駆的・試行
的な自殺対策の取組を行う民間団体に財
政的支援を実施予定。

民間団体の相談活動などの取組は、多くの自殺
の危機にある人を援助しており、自殺防止対策を
進める上で不可欠であるが、こうした取組は、善意
の寄付、熱心なボランティア、企業の社会貢献事業
に支えられている状況にある。自殺防止対策事業
は、自殺対策基本法（平成18年法律第85号）にお
いて、民間団体の活動に対する支援が国及び地方
公共団体の責務として位置づけられていることを踏
まえ、自殺防止対策に取り組む民間団体に支援を
行うことにより、一層の自殺防止対策の推進を行う
ことを目的とする。

○

９ 民間団
体との連
携を強化
する取組

（4）民間団
体の先駆
的・試行的
取組に対す
る支援

厚生労働省 セーフティネット支援対策等事業費補助金

地方自治体や民間団体等が行う今日的課
題の解決を目指す先駆的・試行的な支援
事業に対して、補助を行う。【統合補助金】

セーフティネット支援対策等事業費補助金

地方自治体や民間団体等が行う今日的課
題の解決を目指す先駆的・試行的な支援
事業に対して、補助を行う。【統合補助金】

地方自治体等が生活保護受給世帯のほか、地域
社会の支えを必要とする要援護世帯に対する自立
支援プログラムの策定や、自立・就労に向けた
様々な支援サービスを総合的、一体的に実施する
ことにより、地域社会のセーフティネット機能を強化
し、もって生活保護受給者を含む地域の要援護者
の福祉の向上に資することを目的とする。

（施策数） 60 59 31 0
４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（2）地域に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

農林水産省 ○農村地域の女性グループ等が行う生活
支援等の助け合い活動を充実させるため
の人材養成活動を推進。

知識・技術が豊富な高齢者による担い手支援活
動を助長するため、農村地域の高齢農業者のため
の生活支援等の助け合い活動を支援。

女性の登用が進んでいない地域を中心に全
国５箇所において地域研修会等を開催するとと
もに、家族経営協定の推進に向けたシンポジウ
ム及び女性起業支援に向けた研修会等を開催
した。

また、助け合い活動担当者を対象にした研修
等を開催（27都県）。

なお、本事業は自殺総合対策に特化したもの
ではなく、「食料・農業･農村基本法」等を踏まえ
実施しているものであり、その中で施策を実施
していく上で副次的な効果を期待するものであ
る。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（2）地域に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

農林水産省 ○農村地域の高齢者、女性等の活動促進
のための、高齢者等地域住民活動・生活
支援促進施設等の整備への支援を実施。

○農村地域の高齢者、女性等の活動促進
のための、高齢者等地域住民活動・生活
支援促進施設等の整備への支援を実施
予定。

農山漁村活性化法に基づき市町村等が作成した
定住・交流促進のための活性化計画の実現に必要
な生産基盤及び施設、生活環境施設、地域間交流
拠点の整備等の取組を総合的に支援。

農山漁村活性化法に基づき市町村等が作成
した定住・交流促進のための活性化計画等701
件（継続計画559件、新規計画142件）に対し
て、生産基盤及び施設の整備、生活環境施設
の整備、地域間交流拠点の整備等の取組を支
援した。

なお、本事業は自殺総合対策に特化したもの
ではなく、「食料・農業・農村基本法」等を踏まえ
実施しているものであり、その中で施策を実施
していく上で副次的な効果を期待するものであ
る。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（2）地域に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

農林水産省 ○高齢者等の生きがい発揮に資する特用
林産物活用施設等整備を推進。

○高齢者等の生きがい発揮に資する特用
林産物生産基盤整備等を推進。

特用林産物の生産基盤の高度化、作業の省力
化、品質の安定化、販売体制の多様化等に資する
施設整備

地域の特性に応じた生産・供給体制を確立す
るため、きのこ生産施設等を整備した。

なお、本事業は自殺総合対策に特化したもの
ではなく、「森林･林業基本法」等を踏まえ実施
しているものであり、その中で施策を実施してい
く上で副次的な効果を期待するものである。
○ きのこ類の生産量

H20：44.7万トン
H21：45.6万トン
H22：46.4万トン

（施策数） 3 2 0 0
６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（4）経営者
に対する相
談事業の実
施等

経済産業省 ○「新創業融資制度」の着実な実施と広報
に努めた。

○引き続き、「新創業融資制度」の着実な
実施と広報に努める。

新たに事業を始める者や事業を開始して間もな
い者が無担保・無保証人で利用できる「新創業融
資制度」を取り扱っている。

平成22年度における新創業融資制度貸付実
績は、１０，５２２件（３５７．８億円）である。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（4）経営者
に対する相
談事業の実
施等

経済産業省 ○再チャレンジする企業家の事業の見込
み等を評価することにより、再起を図る上
で、困難な状況に直面している者の再挑
戦を支援する「再チャレンジ支援融資(再
挑戦支援資金)制度」を実施。

○再チャレンジする企業家の事業の見込
み等を評価することにより、再起を図る上
で、困難な状況に直面している者の再挑
戦を支援する「再チャレンジ支援融資（再
挑戦支援資金）制度」を実施。

いったん事業に失敗した起業家の経営者として
の資質や事業の見込み等を評価することにより、
再起を図る上で、困難な状況に直面している者の
再挑戦を支援するために必要となる資金の貸付に
関し、貸付利率、貸付限度等に特例を設けることを
目的とする。

経営環境の悪化しつつある中小企業に対し、多
種多様で、事業内容や課題も地域性が強いという
中小企業の特性を踏まえ、各地域の関係機関や専
門家等が連携して、きめ細かに中小企業が取り組
む事業再生を支援することにより、地域経済におい
て大きな役割を果たす中小企業の活力の再生を図
る。

成果目標の達成に近づいており、再生支援協
議会に対する外部からの信頼性も向上し、金融
円滑化法の施行により相談件数が減少してい
るものの、金融調整に難航するような難易度の
高い案件が協議会に持ち込まれている。このよ
うな経済状況において、更に適時適切に対応す
る必要があり、関係機関等との連携を更に強化
するとともに、更なる専門家の能力向上を実施
していく。

厚生労働省 計

農林水産省 計

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（4）経営者
に対する相
談事業の実
施等

経済産業省 ○47都道府県に設置された「中小企業再
生支援協議会」において、中小企業にお
ける事業の再生に関する相談から再生計
画の策定支援まで対応。

○47都道府県に設置された「中小企業再
生支援協議会」において、中小企業にお
ける事業の再生に関する相談から再生計
画の策定支援まで対応。
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

111,734 － 0 － 未確定 － 民間団体 補助 0 － 111,834 － 0 －

111,734 9（3）
再掲

0 － 未確定 9（3）
再掲

民間団体 補助 0 － 111,834 9（3）
再掲

0 －

24,000,000 （内数） 0 － 23,195,278 （内数） 都道府
県、指定
都市、中
核市、民
間団体

補助 0 － 20,000,000 （内数） 0 －

6,418,278 0 4,804,238 426,304 8,281,923 220,736

182,844 （内数） 0 － 173,638 （内数） 協議会等 補助 173,638 （内数） － －

24,591,055 （内数） 2,000,000 （内数） 29,662,028 （内数） 都道府県
市町村等

補助 29,662,028 （内数） 18,356,768 （内数） 1,100,000 第3次補
正（内
数）

7,084,642 （内数） 0 － 8,648,923 （内数） 都道府県
市町村等

補助 8,648,923 （内数） 1,610,418 （内数） 7,147,676 第4次補
正（内
数）

0 （注） 0 0 （注） 0 （注） 0 （注） 0 （注）

1,704,000 － 0 － 1,763,601 － 日本政策
金融公庫

補給金 1,704,000 － 1,548,000 － 0 －

99,569 － 0 － 19,023 － 株式会社
日本政策
金融公庫

補給金 19,023 － 99,389 － 400,000 第2次補
正

3,023,299 第２次補
正

4,499,971 第３次補
正

委託費 4,005,158 － 4,199,981 －－ 0 － 4,005,158 － 商工会議
所、県中
小企業支
援センター
等

5,010,752
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目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（4）経営者
に対する相
談事業の実
施等

経済産業省 ○全国84か所の中小企業応援センターに
おいて、弁護士による中小企業経営者の
ための法律相談等に対応。

（中小企業応援センターにおける法律相談）
平成22年９月７日に政府の「自殺対策タスク

フォース」が「年内に集中的に実施する自殺対策の
取組」を決定し、「全国の主要商工会議所、各都道
府県の商工会連合会に設置されている経営安定
相談室において中小企業経営者等に対する経営
相談の一層の強化を図るとともに、全国の中小企
業応援センターにおいて経営者法律相談等を実施
する。」ことが盛り込まれたことを受け、実施するも
の。

(中小企業経営支援体制連携強化事業）
グローバル化による競争激化や少子高齢化によ

る人口構造の変化等、直面する高度・専門的な課
題の解決に取り組む中小企業を支援する中小企業
支援機関の経営支援能力を補完・強化する機能を
国レベルで整備し、中小企業支援機関が有効に活
用できる仕組みを構築する。

(中小企業経営支援体制連携強化事業）
事業の適切な執行を行うべく、予算執行機関

である各地方経済産業局を通じて、委託契約
先である中小企業応援センターの執行状況の
把握を行った。

○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（4）経営者
に対する相
談事業の実
施等

経済産業省 ○都道府県商工会連合会及び主要商工
会議所の経営安定特別相談事業に対して
全国商工会連合会及び日本商工会議所
が行う支援事業を補助。

○引き続き、都道府県商工会連合会及び
主要商工会議所の経営安定特別相談事
業に対して全国商工会連合会及び日本商
工会議所が行う支援事業を補助。

都道府県商工会連合会及び主要商工会議所の
経営安定特別相談事業に対して全国商工会連合
会及び日本商工会議所が行う支援事業を補助し、
連鎖倒産の危機や資金繰りの目途が立たない等
の理由により経営難に直面している中小企業の経
営立て直しのための相談を受ける当該相談事業の
円滑な実施を図る。

地域力活用新事業創出支援事業について
は、行政事業レビューの指摘をふまえ、平成２３
年度事業から補助率を導入し、また、採択にあ
たっては、競争性をより一層勘案することし、
個々のプロジェクトにおいて設定した成果目標
に対し、その目的達成が可能な事業展開となっ
ているかどうか、予算額が適切であるかどうか
等を審査し、採択を行っている。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（4）経営者
に対する相
談事業の実
施等

経済産業省 ○年末において、関係機関の協力の下、
利用者が１つの窓口で資金繰りや雇用調
整助成金などの相談が出来るよう、「ワン
ストップ・サービス・デイ」を開催するととも
に、2011年３月を年度末の「中小企業ワン
ストップ電話相談月間」と位置づけ、１つの
窓口で資金繰りや知的財産など幅広く相
談できる電話相談を実施した。

全ての都道府県で11月中旬から順次開催し、年
末の資金繰りから海外展開、雇用調整助成金の相
談まで１か所で対応するもの。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（4）経営者
に対する相
談事業の実
施等

経済産業省 ○各都道府県に設置されている「下請か
けこみ寺」（全国48か所）において、中小企
業からの取引に関する各種相談に対し、
相談員及び弁護士が無料で対応。

○引き続き、各都道府県に設置されてい
る「下請かけこみ寺」（全国48か所）におい
て、中小企業からの取引に関する各種相
談に対応。

本事業は、下請代金支払遅延等防止法の厳正な
運用、同法の普及啓発及び下請事業者からの相
談体制を強化するとともに、官公需情報の中小企
業者への提供を通じて、特定の親事業者に依存し
ない経営基盤を確立し、親事業者との交渉力を高
めることにより、中小企業の取引適正化及び経営
の安定を図ることを目的とする。

（成果指標）
下請かけこみ寺満足度（「問題解決の糸口と

なったか」の問いに対し、「満足」及び「やや満
足」と答えた事業者の比率）（平成21年度11月
より実施）22年度成果実績：84.0％（達成度：
100.0％）、24年度目標値90.0％

（点検結果）
下請かけこみ寺事業は事業開始以降３年が

経過し、相談件数は多少の増減はあるも、相当
程度活用されている。利用者の満足度も高く、
事業を継続することが必要と考える。その際、
相談体制の更なる強化・充実、無料弁護士のよ
り効果的な活用方法の検討、関係機関との連
携等による活用の促進等に取り組んでいく。
また、下請ガイドラインについては、事業者に対
して周知する余地が大きく、下請ガイドラインの
活用実績も増えていることなどから、今後も説
明会を継続して、下請ガイドラインの普及に努
める必要がある。その際、事例紹介を増やして
ほしい等の受講者のニーズを踏まえ、カリキュ
ラムの改善、下請ガイドラインの改訂、新規策
定等に反映していく。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（4）経営者
に対する相
談事業の実
施等

経済産業省 ○自殺対策強化月間に先立ち、約四百の
中小企業関係機関・団体に対し、自殺対
策強化月間の周知に対する協力要請を行
うとともに、全国約八千人の商工会・商工
会議所経営指導員による中小企業への巡
回指導を始め、きめ細かい対応を図るよう
中小企業関係機関・団体に要請。

自殺対策強化月間に先立ち、中小企業関係機
関・団体を通じて当該月間等の周知を図るととも
に、中小企業から相談等を受ける機関・団体にき
め細かい対応を要請するもの。

○

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（4）経営者
に対する相
談事業の実
施等

経済産業省 ○平成23年３月１日より新たに実施してき
た「中小企業電話相談ナビダイヤル」につ
いて、４月１日からも継続。

震災の影響を受けた中小企業・個人事業主を対
象として、どこに相談したらよいかなど困った場合
に活用してもらうため、「中小企業電話相談ナビダ
イヤル」を実施。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（7）インター
ネット上の
自殺関連情
報対策の推
進

経済産業省 ○インターネット上のコンテンツに関する
民間における対応の支援。

○インターネット上のコンテンツに関する
民間における対応の支援。

サイト事業者によるセルフレイティングのための
マニュアル・ガイドライン等を整備するとともに、サ
イト事業者やフィルタリング事業者等の関係者が、
協力して有害情報から青少年を守るために取り組
むべき施策に関する検討を支援する。

事後評価等は受けていない。なお、「青少年イ
ンターネット環境整備基本計画フォローアップ結
果（平成22年度）」を内閣府の「青少年インター
ネット環境の整備等に関する検討会」にかけた
際には、特段の指摘はなかった。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（7）インター
ネット上の
自殺関連情
報対策の推
進

経済産業省 ○フィルタリングに関する情報提供・普及
啓発活動の実施。

○フィルタリングに関する情報提供・普及
啓発活動の実施。

青少年・保護者及び学校関係者を対象として、
フィルタリングの重要性及びインターネットの適切
な利用法についての説明会を実施。今後、教育現
場等において保護者や子どもを対象としたセミナー
を全国で実施し、インターネット上の違法・有害情
報の現状及び対処策に関する理解向上を図る。

警察庁及び都道府県警察の協力の下、全国のＮ
ＰＯ等と連携して実施している「インターネット安全
教室」を開催。引き続き、警察庁と密接に連携する
ことにより、「インターネット安全教室」を全国各地で
開催し、一般利用者における情報セキュリティに関
する基礎的な知識の普及を図る。

事後評価等は受けていない。なお、「青少年イ
ンターネット環境整備基本計画フォローアップ結
果（平成22年度）」を内閣府の「青少年インター
ネット環境の整備等に関する検討会」にかけた
際には、特段の指摘はなかった。

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（8）インター
ネット上の
自殺予告事
案等への対
応等

経済産業省 ○フィルタリングに関する情報提供・普及
啓発活動の実施。

○フィルタリングに関する情報提供・普及
啓発活動の実施。

青少年・保護者及び学校関係者を対象として、
フィルタリングの重要性及びインターネットの適切
な利用法についての説明会を実施。今後、教育現
場等において保護者や子どもを対象としたセミナー
を全国で実施し、インターネット上の違法・有害情
報の現状及び対処策に関する理解向上を図る。

警察庁及び都道府県警察の協力の下、全国のＮ
ＰＯ等と連携して実施している「インターネット安全
教室」を開催。引き続き、警察庁と密接に連携する
ことにより、「インターネット安全教室」を全国各地で
開催し、一般利用者における情報セキュリティに関
する基礎的な知識の普及を図る。

事後評価等は受けていない。なお、「青少年イ
ンターネット環境整備基本計画フォローアップ結
果（平成22年度）」を内閣府の「青少年インター
ネット環境の整備等に関する検討会」にかけた
際には、特段の指摘はなかった。

－ －

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（8）インター
ネット上の
自殺予告事
案等への対
応等

経済産業省 ○インターネット上のコンテンツに関する
民間における対応の支援。

○インターネット上のコンテンツに関する
民間における対応の支援。

サイト事業者によるセルフレイティングのための
マニュアル・ガイドライン等を整備するとともに、サ
イト事業者やフィルタリング事業者等の関係者が、
協力して有害情報から青少年を守るために取り組
むべき施策に関する検討を支援する。

事後評価等は受けていない。なお、「青少年イ
ンターネット環境整備基本計画フォローアップ結
果（平成22年度）」を内閣府の「青少年インター
ネット環境の整備等に関する検討会」にかけた
際には、特段の指摘はなかった。

－ －

（施策数） 10 8 2 0経済産業省 計
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

4,021,482 （内数） 0 － 3,809,330 （内数） 商工会連
合会、商
工会議
所、中小
企業団体
中央会等

委託 3,809,330 （内数） － －

36,675 － 0 － 23,013 － 全国商工
会連合
会、日本
商工会議
所

補助 23,013 － 36,687 － 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － － －

714,561 （内数） 0 － 531,424 （内数） 全国中小
企業取引
振興協会

委託 215,419 － 429,588 （内数） 195,000 第３次補
正

0 － 0 － 0 － － － 0 － － －

－ － － － － － 0 － 0 －

419,726 （内数） 0 － 394,794 （内数） 民間団体
等

委託 394,794 (内数） 428,808 （内数） 0 －

419,726 （内数） 0 － 394,794 （内数） 民間団体
等

委託 394,794 (内数） 428,808 （内数） 0 －

419,726 6(7)
再掲

（内数）

0 － 394,794 6(7)
再掲

（内数）

民間団体
等

委託 394,794 6(7)
再掲

(内数）

428,808 6(7)
再掲

（内数）

0 －

419,726 6(7)
再掲

（内数）

0 － 394,794 6(7)
再掲

（内数）

民間団体
等

委託 394,794 6(7)
再掲
(内数)

428,808 6(7)
再掲

（内数）

0 －

6,850,996 0 5,810,795 5,966,613 5,884,057 8,118,270

-40-



目的 評価等

「自殺総合対策大綱」の
項目

担当府省
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況（平成22年度）
自殺予防対策に関係する施策の

取組状況及び実施予定（平成23年度）
施策の目的

（平成22年度及び23年度）
施策の効果の評価等

（平成22年度）

自殺予防対策関係
（平成22年度）

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（6）危険な
場所、薬品
等の規制等

国土交通省 ○特定行政庁を通じて、建築物の所有者
等に対し、法令に基づく施設設置・維持管
理等を徹底させ、屋上からの転落防止等
の安全確保を図った。

○引き続き、特定行政庁を通じて、建築物
の所有者等に対し、法令に基づく施設設
置・維持管理等を徹底させ、屋上からの転
落防止等の安全確保に努める。

屋上からの転落防止等の安全確保を図るため、
高層建築物等の屋上では、建築基準法令に基づき
柵や金網等の設置を義務付けており、また、建築
物防災週間において、既存建築物に対する適正な
維持保全と定期報告の徹底について、建築物の所
有者等に対して広く周知しており、その実施結果に
ついては取りまとめて公表している。

（施策数） 3 3 0 0

11府省137施策 11府省132施策
８府省
69施策
（50.4）

１府省
１施策
（0.7）

うち、自殺予防対策に関係する施
策の予算額として計上されている
もの：７府省55施策
自殺予防対策に関係する施策の
予算額として計上されていないも
の：11府省82施策

10府省
68施策
（49.6）

－

合計

国土交通省 ○鉄道駅のプラットホームにおいて、視覚
障害者等をはじめとした全ての駅利用者
の安全性向上を図ることを目的に、線路
への落下を防止するホームドア（可動式
ホーム柵を含む。）の設置を促進。
○鉄道事業者をメンバーとする「ホームド
アの整備促進等に関する検討会」を立ち
上げた。

○引き続き、鉄道駅のプラットホームにお
いて、線路への落下を防止するホームドア
（可動式ホーム柵を含む。）の設置を促
進。

国土交通省の政策評価（平成22年度政策
チェックアップ評価書）において、１人当たり都
市公園等面積の平成22年度実績値は9.8㎡／
人であり、目標値10.3㎡／人（平成24年度）の
達成に向けて順調に推移しており、「引き続き
計画的に都市公園の整備を推進していく」と評
価。

国土交通省 計

６ 社会的
な取組で
自殺を防
ぐ取組

（6）危険な
場所、薬品
等の規制等

鉄道駅のプラットホームにおいて、視覚障害者等
をはじめとした駅利用者の安全性向上を図ることを
目的に、線路への落下を防止するホームドア（可動
式ホーム柵を含む。）の設置を促進。

評価結果について、毎年、ホームドア設置数
については公表しているが、ホームドア設置
後、どの程度事故が減少したかについての評
価したものはない。

４ 心の健
康づくりを
進める取
組

（2）地域に
おける心の
健康づくり
推進体制の
整備

国土交通省 ○高齢者をはじめ、誰もが地域で集い、憩
うことのできる環境の形成を図るため、歩
いていける身近な都市公園の整備等を推
進。

○引き続き、歩いていける身近な都市公
園の整備等を推進。

都市公園事業は、都市公園法第２条第１項第１
号に規定する都市公園の整備を行うことにより、安
全で快適な緑豊かな都市環境の形成を推進し、豊
かな国民生活の実現を図ることを目的とする。

施策の目的等において自殺予防が明記されているもの及び
自殺予防対策としての効果の評価等を行っているもの

施策の目的等において自殺予防が明記されていないもの
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（単位：千円）

当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等 決算額 再掲等 支出先 支出方法 支出金額 再掲等 当初予算額 再掲等 補正予算額 再掲等

平成22年度予算額 平成23年度予算額平成22年度決算額
備考

△ 13884 第1次補
正

12,105 第3次補
正

地方公共
団体

補助 15,485,437 （内数）

(独)都市
再生機構

補助 2,935,713 （内数）

2,200,000,000 （内数） 185,448,000 第1次補
正（内
数）

1,534,758,439 （内数） 地方公共
団体 補助

1,534,758,439 （内数） 1,753,900,000 （内数） 0 －

0 － 0 － 0 － － － 0 － 0 － 0 －

21,120,000 （内数） 0 － 19,730,789 ［うち繰
越額

7,852,25
7］

（内数）

独立行政
法人（公営
事業者等）

補助 19,730,789 ［うち繰
越額

7,852,25
7］

（内数）

21,120,000 （内数） 0 －

0 － 交通施設
バリアフ
リー化設
備等整備
費補助金

交通施設
バリアフ
リー化設備
等整備費
補助金

鉄道事業
者

補助

0 （注） 0 0 （注） 0 （注） 0 （注） -1,779

14,057,633 0 7,106,665 (100.0) 14,964,181 8,337,227

うち、民間
団体等へ
の支出額

212,094 (3.0)

支出額 計

－ 18,421,150 （内数） 3,970,720 （内数） 0

（内数） 17,359,000 （内数）

12,707,575 交通施
設バリ

アフリー
化設備
等整備
費補助
金[うち
繰越額
10,586,1

79]
(内数）

30,530,092

－

－ 15,918,997 （内数） 国 直轄 15,918,997

地域公
共交通
確保維
持改善
事業費
補助金
（内数）

0 －3,940,000 （内数） 12,707,575 [うち繰
越額

10,586,1
79]

(内数）

16,306,000 （内数） 0

7,938,000 （内数） 0

14,057,633

10,946,047

23,301,408
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（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「自殺予防対策に関係する施策の取組状況（平成 22 年度）」欄及び「自殺予防対策に関係す

る施策の取組状況及び実施予定（平成 23 年度）」欄は、「平成 23 年版自殺対策白書」において

公表されている「自殺総合対策大綱における施策の実施状況」及び「平成 23 年度自殺対策関

係予算額（案）について」（平成 23 年１月内閣府自殺対策推進室）に掲記されている平成 22

年度及び 23 年度の自殺予防対策に関係する施策の取組状況及び実施予定を記載した。 

３ 「施策の目的」欄は、当該施策に係る実施要綱、行政事業レビューシート等に記載された施 

策の実施目的等を記載した。 

４ 「施策の目的の達成状況等の評価等（平成 22 年度）」欄は、当該施策に係る事業評価書、行

政事業レビューシート等に記載された施策の目的の達成状況等の評価等を記載した。 

５ 「自殺予防対策関係」の「目的」欄は、「「自殺総合対策大綱における施策の実施状況」に掲

載されている施策の取組状況」欄及び「施策の目的」欄に記載されている、平成 22 年度の施

策の実施状況や実施目的において、「自殺予防」等の文言が記載されているなど、自殺予防対

策としての目的又は取組状況が明記されているものは「○」を付し、明記されていないものは

空欄としている。 

６ 「自殺予防対策関係」の「評価等」欄は、「施策の目的の達成状況等の評価等（平成 22 年度）」

欄に記載された施策の目的の達成状況等の評価等からみて、各施策を実施する府省において、

当該施策について自殺予防対策としての効果の評価等を行っている場合には「○」を付し、そ

うでない場合には空欄としている。 

   ７ 「平成 22 年度予算額」欄及び「平成 23 年度予算額」欄は、当該施策に係る平成 22 年度及

び 23 年度における当初予算額及び補正予算額を記載した。 

８ 「平成 22 年度決算額」欄の「決算額」欄には当該施策に係る平成 22 年度決算額を記載し、

「支出先」欄、「支出方法」欄及び「支出金額」欄には、決算額のうち都道府県・市町村、独

立行政法人、民間団体等に支出を行っている場合に、支出先とそれぞれの支出先への支出方法

（委託等、補助等）及び支出金額を記載した。 

９ 「平成 22 年度予算額」欄、「平成 22 年度決算額」欄及び「平成 23 年度予算額」欄における

それぞれの「再掲等」欄には、以下のとおり記載している。 

ⅰ）各府省が実施する事業のうちの一部が自殺予防対策に関係する施策であり、当該施策のみ

の予算額を把握することができない場合（当該施策の予算額が内数であるもの）には「内数」

と記載し、当該事業全体の予算額は合計額には計上していない。 

なお、内閣府が公表している「自殺対策関連予算（案）について」では、各府省が実施す

る事業のうちの一部が自殺予防対策に関係する施策であり、当該施策のみの予算額を把握す

ることができない場合については、当該事業全体の予算額は合計額には計上されていない。 

    ⅱ）他の事項で計上された予算額の再掲である場合には「再掲」と記載し、合計額には計上し

ていない。 

    ⅲ）各府省における予算額又は決算額の合計金額が「０（千円）」と表記されている場合に、

当該施策の予算額が内数であるものを含む場合には、「（注）」と記載している。 
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